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１ この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式

419,985千円(見込額)の募集及び株式475,800千円(見込額)の売出し

（引受人の買取引受による売出し）並びに株式145,485千円(見込

額)の売出し(オーバーアロットメントによる売出し)については、

当社は金融商品取引法第５条により有価証券届出書を平成29年９月

１日に近畿財務局長に提出しておりますが、その届出の効力は生じ

ておりません。 

したがって、募集の発行価格及び売出しの売出価格等については

今後訂正が行われます。 

なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

２ この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内

容のうち、「第三部 特別情報」を除いた内容と同一のものであり

ます。 



新株式発行並びに株式売出届出目論見書

大阪府枚方市春日西町二丁目27番33号

大阪油化工業株式会社
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　当社は、化学物質のわずかな沸点の差を利用して混合物から目的とする物質を分離・精製
する精密蒸留を主な事業として行っております。
　精密蒸留の技術は、古くは石油からガソリンを精製することなどから発達したもので、現
在では医薬・農薬・電子材料等の分野や航空・宇宙産業における材料の精製にも活用されて
おり、当社の加工技術もスマートフォンやメガネ等のレンズ、医薬品や化粧品、自動車等の
顧客の最終製品の一部や顧客の研究開発分野において、使用されております。

１．事業の内容

使用製品例

＜医薬品＞＜レンズ＞＜スマートフォン＞

　当社は過去から素材加工の一環として行われていた「蒸留」を専業で請け負っており、機
能性化学品（注）等の製造過程で材料の化学物質から不純物を取り除き純度を高める精密蒸留
精製において、顧客の最終製品の価値向上に貢献しております。
（注）�機能性化学品とは、化学メーカー等が研究開発により培った技術力を基に、顧客の最終製品の用途や機能性等に応じて生み

出された新たな化学品を総称する呼称であり、上記製品の部材等に広く活用されている化学品を指します。

不純物を分離することで付加価値を生む

＜機能性化学品等の精製工程例＞
不純物

不純物を分離
（蒸留等） 化学反応 不純物を分離

（蒸留等）
機能性化学品
（精製物）材料

不純物

＜研究開発＞＜化粧品＞ ＜自動車＞
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　当社の事業は精密蒸留事業の単一セグメントでありますが、売上区分につきまして、顧客
の研究開発部門の支援を行うサービスである「研究開発支援」、基礎研究段階からスケール
アップした蒸留等の中・大型の蒸留装置による製造規模の蒸留及びそれに付随するサービス
である「受託加工」、顧客が自社で蒸留を行うための支援サービスである「プラントサービス」
に区分しております。

　精密蒸留精製に関連し、「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービス」まで
包括的なサービスを提供できることにより、顧客に最適なソリューションの提案を行うこと
ができる体制と自負しております。

事業系統図

受 託 加 工研究開発支援

プラントサービス

最適なソリューション
のご提案

仕入先

原材料
部品等

製品

精製・加工

原材料等の支給

販売先
（顧客）受託加工

当社

プラント
サービス

研究開発
支援
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　各売上区分の詳細は以下のとおりであります。

1　研究開発支援

　当社においては、主に新規顧客開拓を目的
に、顧客の研究開発における基礎研究等の補
助を行う、小型の蒸留装置による蒸留の受託
及びそれに付随するサービスの提供を行って
おります。
　顧客の研究開発部門を対象に、対象となる
原料を当社の蒸留装置にて精製し、基礎研究
に必要な集計データの提供、将来的な生産に
向けた提案、「受託加工」へのスケールアッ
プ等のサポートを行っております。
　顧客の研究開発を支える少量からの蒸留を受
託することで、当該顧客のビジネスが軌道に乗
った場合、そのまま「受託加工」へのスケール
アップにつながり、顧客の成長とともに収益拡
大を図ることが可能な体制となっております。

本社工場の生産設備（蒸留塔）

研究開発用蒸留設備
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２　受託加工

　当社においては、精密蒸留精製の主力サー
ビスとして、中・大型の蒸留装置による蒸留
の受託及びそれに付随するサービスの提供を
行っております。
　電子材料、香料等の機能性化学品市場を主
な対象市場としており、「研究開発支援」か
らスケールアップした顧客をはじめ、蒸留の
委託元となる顧客に対して、様々な化学物質
について顧客の要望に応じた精度での精製を
行っております。
　創業以来培ってきた技術と経験を基に、原
料の質の不安定さによる影響を最小限に抑え
た安定した製品品質を提供するとともに、原
料の選定、最適な蒸留、収集したデータの活
用方法など、総合的な提案を行っております。

３　プラントサービス

　当社においては、顧客が自社にて蒸留精製
を行うことを目的とした小型蒸留装置の販売
及びそのメンテナンスサービスの提供を平成
26年７月より新規サービスとして行っており
ます。
　創業以来培ってきた技術と経験を活かし、
当社設備での試験データに基づき、小型の蒸
留装置を様々な形で提案・販売し、実際の運
転を行う際の技術支援、生産体制を確立する
ための最適条件・蒸留方法についての総合的
な提案を行っております。

大型蒸留設備

当社製品の小型蒸留装置「Distimate」
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　当社は、「３か年中期経営計画（2017年９月期－2019年９月期）」を着実に実現すること
を目指し、更なる持続的な成長を見据えて、以下を重要な課題と認識し、取り組んでおりま
す。

２．対処すべき課題

主な課題 対処方針

＊ 専門性を高める技術研修や安全指導

＊ 充実した勤務環境の整備

人材の採用及び育成

顧客ニーズの多様化・
高度化に対応する人材の採用
及び育成

１

既存サービスの収益基盤強化
（研究開発支援・受託加工）

収益基盤の更なる強化

2

＊ 広告宣伝等による認知度向上

＊ 納品後のメンテナンス体制充実

＊ 最適なソリューションの提案

新規サービス（プラントサービス）の成長

プラントサービスの成長

3

経営管理体制の強化

事業の成長や
業容の拡大に合わせた
経営管理体制の強化

4

＊ 設備新設等による生産能力増強

＊ 他の精製技術等の
周辺サービスへの展開

＊ 顧客満足度向上による取引拡大

＊ 専門性の高い優秀な人材の確保

＊ 在籍する人員の育成

＊ 権限委譲による意思決定の
　 迅速化・経営の監督機能強化
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主要な経営指標等の推移
回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

第３四半期
決算年月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年６月

売上高 （千円） 1,160,214 978,073 1,003,577 1,048,399 1,043,088 918,809
経常利益 （千円） 71,757 25,292 65,967 133,463 219,406 219,167
当期（四半期）純利益 （千円） 8,543 16,489 52,008 88,628 167,915 143,704
持分法を適用した場合の
投資利益 （千円） ― ― ― ― ― ―
資本金 （千円） 33,458 33,458 33,458 33,458 33,458 33,458
発行済株式総数 （株） 66,917 66,917 66,917 66,917 66,917 669,170
純資産額 （千円） 500,471 513,614 562,276 647,559 804,099 924,383
総資産額 （千円） 639,953 593,717 789,475 977,298 1,073,814 1,046,638
１株当たり純資産額 （円） 7,478.98 7,675.40 8,402.60 967.71 1,201.64 ―
１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額) （円） 50.00

(―)
50.00
(―)

50.00
(―)

170.00
(―)

350.00
(―)

―
(―)

１株当たり当期（四半期）純利益金額（円） 127.67 246.42 777.20 132.45 250.93 214.75
潜在株式調整後１株当たり
当期（四半期）純利益金額（円） ― ― ― ― ― ―
自己資本比率 （％） 78.2 86.5 71.2 66.3 74.9 88.3
自己資本利益率 （％） 1.7 3.3 9.7 14.7 23.1 ―
株価収益率 （倍） ― ― ― ― ― ―
配当性向 （％） 39.2 20.3 6.4 12.8 13.9 ―
営業活動による
キャッシュ・フロー （千円） ― ― ― 182,573 224,970 ―
投資活動による
キャッシュ・フロー （千円） ― ― ― △264,796 △264,710 ―
財務活動による
キャッシュ・フロー （千円） ― ― ― 487 △11,375 ―
現金及び現金同等物の
期末（四半期末）残高 （千円） ― ― ― 299,119 248,003 ―
従業員数 （名） 19 22 29 32 35 ―
（注）	1.	 �当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。
	 2.	 �第51期及び第52期の消費税等の会計処理は税込方式によっております。第53期、第54期、第55期及び第56期第３四半

期の売上高には、消費税等は含まれておりません。
	 3.	 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。
	 4.	 �当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っており、発行済株式総数は669,170株となって

おります。
	 5.	 �当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、第54期の期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期（四半期）純利益金額を算定しております。
	 6.	 �潜在株式調整後１株当たり当期（四半期）純利益金額については、第51期及び第52期は潜在株式が存在しないため、第

53期、第54期、第55期及び第56期第３四半期は、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期中平均株
価が把握できないため記載しておりません。

	 7	 �株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。
	 8.	 �第51期、第52期及び第53期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フローに係

る各項目については記載しておりません。
	 9.	 �従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため、記載しておりません。
	 10.	�第54期及び第55期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法人により監
査を受けております。また、第56期第３四半期の四半期財務諸表については、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成
方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基
づき、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。なお、第51期、第52期及び第53期について
は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しており、当該各数値については、
金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく有限責任 あずさ監査法人による監査を受けておりません。

	 11.	�当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。
		  �そこで、東京証券取引所自主規制法人（現日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申請のための有価証

券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133号）に基づき、第51期の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して算定した場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。

		  �なお、第51期、第52期及び第53期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、有限責任 あずさ監
査法人の監査を受けておりません。

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期
第３四半期

決算年月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年６月
１株当たり純資産額 （円） 747.90 767.54 840.26 967.71 1,201.64 ―
１株当たり当期（四半期）純利益金額（円） 12.77 24.64 77.72 132.45 250.93 214.75
潜在株式調整後１株当たり
当期（四半期）純利益金額（円） ― ― ― ― ― ―
１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額) （円） 5.00

(―)
5.00
(―)

5.00
(―)

17.00
(―)

35.00
(―)

―
(―)

３．業績等の推移
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売上高

0

1,500,000

1,000,000

500,000

1,160,214

978,073 1,003,577 1,048,399 1,043,088

（単位：千円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

第56期
第3四半期
累計期間
平成29年
6月期（　　　）

918,809

純資産額／総資産額

0

1,500,000

1,000,000

500,000
639,953 593,717

789,475

977,298
1,073,814

（単位：千円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

第56期
第3四半期
会計期間末
平成29年
6月期（　　　）

純資産額 総資産額

1,046,638

647,559
804,099

924,383

500,471 513,614 562,276

経常利益

0

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000
71,757

25,292

65,967

133,463

219,406

（単位：千円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

第56期
第3四半期
累計期間
平成29年
6月期（　　　）

219,167

１株当たり純資産額

0

1,500

1,000

500

（単位：円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

747.90 767.54
840.26

967.71

1,201.64

当期（四半期）純利益

0

200,000

150,000

100,000

50,000

8,543 16,489

52,008

88,628

167,915

（単位：千円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

第56期
第3四半期
累計期間
平成29年
6月期（　　　）

143,704

１株当たり当期（四半期）純利益金額

0

300

100

200

（単位：円）

第51期
平成24年
9月期（　　　）

第52期
平成25年
9月期（　　　）

第53期
平成26年
9月期（　　　）

第54期
平成27年
9月期（　　　）

第55期
平成28年
9月期（　　　）

第56期
第3四半期
累計期間
平成29年
6月期（　　　）

12.77 24.64

77.72

132.45

250.93

214.75

（注）�当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。上記「１株当たり純資産額」及び「１
株当たり当期（四半期）純利益金額」の各グラフでは、第51期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定した場合の
数値を記載しております。

010_8089806002909.indd   8 2017/08/22   18:08:51



ファイル名:0000000_4_8089805522909.doc 更新日時:2017/08/25 13:53:00 印刷日時:17/08/25 13:55 

目      次 

 

頁 
【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【証券情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【募集要項】…………………………………………………………………………………………２ 

１ 【新規発行株式】…………………………………………………………………………………２ 

２ 【募集の方法】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【募集の条件】……………………………………………………………………………………４ 

４ 【株式の引受け】…………………………………………………………………………………５ 

５ 【新規発行による手取金の使途】………………………………………………………………５ 

第２ 【売出要項】…………………………………………………………………………………………７ 

１ 【売出株式(引受人の買取引受による売出し)】………………………………………………７ 

２ 【売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)】…………………………………………８ 

３ 【売出株式(オーバーアロットメントによる売出し)】………………………………………９ 

４ 【売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)】…………………………………10 

   【募集又は売出しに関する特別記載事項】………………………………………………………11 

第二部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………13 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………13 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………13 

２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………15 

３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………16 

４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………17 

５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………17 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………18 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………18 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………20 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………21 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………22 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………23 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………24 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………25 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………29 

１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………29 

２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………29 

３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………30 
  



ファイル名:0000000_4_8089805522909.doc 更新日時:2017/08/25 13:53:00 印刷日時:17/08/25 13:55 

頁 
第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………31 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………31 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………39 

３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………39 

４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………39 

５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………40 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………41 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………47 

１ 【財務諸表等】……………………………………………………………………………………48 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】……………………………………………………………………82 

第７ 【提出会社の参考情報】……………………………………………………………………………83 

１ 【提出会社の親会社等の情報】…………………………………………………………………83 

２ 【その他の参考情報】……………………………………………………………………………83 

第四部 【株式公開情報】……………………………………………………………………………………84 

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】………………………………………………………84 

第２ 【第三者割当等の概況】……………………………………………………………………………85 

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】…………………………………………………85 

２ 【取得者の概況】…………………………………………………………………………………86 

３ 【取得者の株式等の移動状況】…………………………………………………………………86 

第３ 【株主の状況】………………………………………………………………………………………87 

 

監査報告書 ………………………………………………………………………………………………巻末 



  
  

  

【表紙】 

【提出書類】 有価証券届出書 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成29年９月１日 

【会社名】 大阪油化工業株式会社 

【英訳名】 OSAKA YUKA INDUSTRY LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  堀田 哲平 

【本店の所在の場所】 大阪府枚方市春日西町二丁目27番33号 

【電話番号】 072-858-3322（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役業務部長  島田 嘉人 

【最寄りの連絡場所】 大阪府枚方市春日西町二丁目27番33号 

【電話番号】 072-858-3322（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役業務部長  島田 嘉人 

【届出の対象とした募集(売出)有価証券の種類】 株式 

【届出の対象とした募集(売出)金額】 募集金額 

売出金額 

(引受人の買取引受による売出し) 

(オーバーアロットメントによる売出し) 

(注) 募集金額は、有価証券届出書提出時における見込

額(会社法上の払込金額の総額)であり、売出金額

は、有価証券届出書提出時における見込額であり

ます。 

ブックビルディング方式による募集 419,985,000円
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ブックビルディング方式による売出し 145,485,000円
 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。 
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第一部 【証券情報】 

  

第１ 【募集要項】 

  

１ 【新規発行株式】 
  

(注) １．平成29年９月１日開催の取締役会決議によっております。 

２．発行数については、平成29年９月15日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。 

３．当社は、野村證券株式会社に対し、上記引受株式数のうち、16,000株を上限として、福利厚生を目的に、当

社従業員持株会を当社が指定する販売先(親引け先)として要請する予定であります。 

なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する規則」

に従い、発行者が指定する販売先への売付け(販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含む。)でありま

す。 

４．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

５．上記とは別に、平成29年９月１日開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式

79,500株の第三者割当増資を行うことを決議しております。 

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項  ２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。 

  

 

種類 発行数(株) 内容 

普通株式 270,000(注)２ 
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。 
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２ 【募集の方法】 

平成29年９月26日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４ 株式の引受け」

欄記載の金融商品取引業者(以下「第１ 募集要項」において「引受人」という。)は、買取引受けを行い、当該引受価

額と異なる価額(発行価格)で募集(以下「本募集」という。)を行います。引受価額は平成29年９月15日開催予定の取

締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総額を当

社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して引受

手数料を支払いません。 

なお、本募集は、株式会社東京証券取引所(以下「取引所」という。)の定める「有価証券上場規程施行規則」第233

条に規定するブックビルディング方式(株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮条件を投

資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握したうえで発行価格等を決定する方法をいう。)により決定する価

格で行います。 

  

(注) １．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。 

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されており

ます。 

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、平成29年９月１日開催の取締役会決議に基づき、

平成29年９月26日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出され

る資本金等増加限度額(見込額)の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であ

ります。 

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格(1,830円)で算出した場合、本募集における発行価格の総額(見

込額)は494,100,000円となります。 

６．本募集並びに「第２ 売出要項 １ 売出株式（引受人の買取引受による売出し）」及び「２ 売出しの条

件（引受人の買取引受による売出し）」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状

況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２  売出要項  ３  売出株式(オーバーアロ

ットメントによる売出し)」及び「４  売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照下

さい。 

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項  ３．ロックアップについて」をご参照下さい。 

  

 

区分 発行数(株) 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円) 

入札方式のうち入札による募集 ― ― ― 

入札方式のうち入札によらない募集 ― ― ― 

ブックビルディング方式 270,000 419,985,000 227,286,000 

計(総発行株式) 270,000 419,985,000 227,286,000 
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３ 【募集の条件】 

(1) 【入札方式】 

① 【入札による募集】 

該当事項はありません。 

  

② 【入札によらない募集】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【ブックビルディング方式】 

  

(注) １．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。 

発行価格は、平成29年９月15日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リス

ク等を総合的に勘案した上で、平成29年９月26日に引受価額と同時に決定する予定であります。 

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。 

需要の申込みの受付けにあたり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機

関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。 

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、平成29年９月15日開催予定の取締役会において決定される予定で

あります。また、「２ 募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び平成29年

９月26日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人

の手取金となります。 

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、平成29年９月１日開催の取締役会におい

て、増加する資本金の額は、平成29年９月26日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第

14条第１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額か

ら増加する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。 

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。 

５．株式受渡期日は、平成29年10月５日(木)(以下「上場(売買開始)日」という。)の予定であります。本募集に

係る株式は、株式会社証券保管振替機構(以下「機構」という。)の「株式等の振替に関する業務規程」に従

い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。 

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。 

７．申込みに先立ち、平成29年９月19日から平成29年９月25日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考と

して需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更又は撤回することが可能であります。 

販売にあたりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。 

引受人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従

い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については引受人の店頭における表示又はホームペ

ージにおける表示等をご確認下さい。 

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。 

  

 

発行価格 
(円) 

引受価額 
(円) 

払込金額
(円) 

資本 
組入額 
(円) 

申込株 
数単位 
(株) 

申込期間 
申込 

証拠金 
(円) 

払込期日 

未定 
(注)１ 

未定 
(注)１ 

未定 
(注)２ 

未定 
(注)３ 

100 
自 平成29年９月27日(水)
至 平成29年10月２日(月)

未定 
(注)４ 

平成29年10月４日(水) 
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① 【申込取扱場所】 

後記「４  株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。 

  

② 【払込取扱場所】 

  

(注) 上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。 

  

４ 【株式の引受け】 
  

(注) １．平成29年９月15日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。 

２．上記引受人と発行価格決定日(平成29年９月26日)に元引受契約を締結する予定であります。 

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。 

  

５ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

  

(注) １．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格(1,830円)を基礎として算出した見込額であり

ます。 

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)は含まれておりません。 

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。 

  

 

店名 所在地 

株式会社三井住友銀行 枚方支店 大阪府枚方市岡東町21番10号 
 

引受人の氏名又は名称 住所 
引受株式数

(株) 
引受けの条件 

野村證券株式会社 
  
大和証券株式会社 
  
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 
  
株式会社ＳＢＩ証券 

東京都中央区日本橋一丁目９番１号 
  
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 
  
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 
  
東京都港区六本木一丁目６番１号 

未定 

１．買取引受けによります。 
２．引受人は新株式払込金と

して、平成29年10月４日
までに払込取扱場所へ引
受価額と同額を払込むこ
とといたします。 

３．引受手数料は支払われま
せん。ただし、発行価格
と引受価額との差額の総
額は引受人の手取金とな
ります。 

計 ― 270,000 ― 
 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円) 

454,572,000 6,000,000 448,572,000 
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(2) 【手取金の使途】 

上記の手取概算額448,572千円については、「１ 新規発行株式」の（注）５．に記載の第三者割当増資の手取概

算額上限133,846千円と合わせて、設備資金として450,600千円、運転資金として研究開発費に50,000千円、残額を

経費等の支払いに係る運転資金として充当する予定であり、何れも平成30年９月期に充当する予定です。設備資金

及び研究開発費の具体的な内容は以下に記載のとおりであります。 

①設備資金 

イ.パイロットプラントとしての連続蒸留塔の新設220,000千円 

ロ.オフィス増床等のための事務棟改築75,000千円 

ハ.安全対策のための設備等64,600千円 

ニ.製品の貯蔵能力増強のための倉庫新設35,000千円 

ホ.品質向上のための分析機器購入31,000千円 

ヘ.性能向上のためのボイラー更新投資25,000千円 

②研究開発費 

新規化学物質の効率的かつ最適な精製方法の設計・確立のための研究開発費として50,000千円を全額充当する

予定であります。 

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。 

  

（注）設備投資計画の内容については、「第二部 企業情報 第３ 設備の状況 ３ 設備の新設、除却等の計画」

をご参照下さい。 
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第２ 【売出要項】 

  

１ 【売出株式(引受人の買取引受による売出し)】 

平成29年９月26日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２ 売出しの条件

(引受人の買取引受による売出し) (2) ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者(以下「第２ 売出要

項」において「引受人」という。)は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(売出価格、発

行価格と同一の価格)で売出し(以下「引受人の買取引受による売出し」という。)を行います。引受人は株式受渡期日

に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手

取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。 

  

(注) １．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。 

２．「第１ 募集要項」における株式の発行を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。 

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格（1,830円)で算出した見込額であります。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。 

５．振替機関の名称及び住所は、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」の(注)４．に記載した振替機関と同一

であります。 

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３ 売出株式(オーバーアロットメントによる

売出し)」及び「４ 売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照下さい。 

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項 ３．ロックアップについて」をご参照下さい。 

  

 

種類 売出数(株) 
売出価額の総額

(円) 
売出しに係る株式の所有者の 

住所及び氏名又は名称 

― 
入札方式のうち 
入札による売出し 

― ― ― 

― 
入札方式のうち 
入札によらない売出し 

― ― ― 

普通株式 
ブックビルディング 
方式 

260,000 475,800,000 

大阪府大阪市北区 
堀田 哲平  140,000株 
大阪府枚方市 
堀田 修平  120,000株 

計(総売出株式) ― 260,000 475,800,000 ― 
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２ 【売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)】 

(1) 【入札方式】 

① 【入札による売出し】 

該当事項はありません。 

  

② 【入札によらない売出し】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【ブックビルディング方式】 

  

(注) １．売出価格の決定方法は、「第１ 募集要項 ３ 募集の条件 (2) ブックビルディング方式」の(注)１．と

同様であります。 

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には利息をつけません。 

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。 

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日(平成29年９月26日)に決定する予定であります。 

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。 

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。 

５．株式受渡期日は、上場(売買開始)日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機構

の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行う

ことができます。 

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。 

７．上記引受人の販売方針は、「第１ 募集要項 ３ 募集の条件 (2) ブックビルディング方式」の(注)７．

に記載した販売方針と同様であります。 

  

 

売出価格 
(円) 

引受価額 
(円) 

申込期間 
申込株
数単位
(株) 

申込 
証拠金 
(円) 

申込受付 
場所 

引受人の住所及び 
氏名又は名称 

元引受契約
の内容 

未定 
(注)１ 
(注)２ 

未定 
(注)２ 

自  平成29年 
９月27日(水) 
至  平成29年 
10月２日(月) 

100 
未定 

(注)２ 

引 受 人 の
本 店 及 び
全 国 各 支
店 

東京都中央区日本橋 
一丁目９番１号 
野村證券株式会社 

未定 
(注)３ 
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３ 【売出株式(オーバーアロットメントによる売出し)】 
  

(注) １．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、野村證券株式会社が行う売出しであります。したがって、オーバーアロットメントによる売出

しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があり

ます。 

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、平成29年９月１日開催の取締役会において、野

村證券株式会社を割当先とする当社普通株式79,500株の第三者割当増資の決議を行っております。また、野

村證券株式会社は、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限

とする当社普通株式の買付け(以下「シンジケートカバー取引」という。)を行う場合があります。 

    なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項  ２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。 

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。 

４．「第１  募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。 

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(1,830円)で算出した見込額であります。 

６．振替機関の名称及び住所は、「第１  募集要項  １  新規発行株式」の(注)４．に記載した振替機関と同一

であります。 

  

 

種類 売出数(株) 
売出価額の総額

(円) 
売出しに係る株式の所有者の 

住所及び氏名又は名称 

― 
入札方式のうち入札 
による売出し 

― ― ― 

― 
入札方式のうち入札 
によらない売出し 

― ― ― 

普通株式 
ブックビルディング 
方式 

79,500 145,485,000 
東京都中央区日本橋一丁目９番１号 
野村證券株式会社    79,500株 

計(総売出株式) ― 79,500 145,485,000 ― 
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４ 【売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)】 

(1) 【入札方式】 

① 【入札による売出し】 

該当事項はありません。 

  

② 【入札によらない売出し】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【ブックビルディング方式】 

  

(注) １．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日(平成29年９月26日)に決定する予定であります。ただし、申込証拠金に

は、利息をつけません。 

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場(売買開始)日の予定であ

ります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」に

従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。 

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。 

４．野村證券株式会社の販売方針は、「第２ 売出要項 ２ 売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）

(2) ブックビルディング方式」の(注)７．に記載した販売方針と同様であります。 

  

 

売出価格 
(円) 

申込期間 
申込株 
数単位 
(株) 

申込証拠金
(円) 

申込受付場所 引受人の住所及び氏名又は名称 
元引受契
約の内容

未定 
(注)１ 

自  平成29年 
９月27日(水) 
至  平成29年 
10月２日(月) 

100 
未定 
(注)１ 

野村證券株
式会社の本
店及び全国
各支店 

― ― 
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】 

  

１．東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)への上場について 

当社は、「第１  募集要項」における新規発行株式及び「第２  売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、野村證券株式会社を主幹事会社として、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)への上場を予定して

おります。 

  

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について 

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である堀田哲平(以下「貸株人」という。)より借入れる株式であります。これに関連し

て、当社は、平成29年９月１日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式79,500株の第三者

割当増資(以下「本件第三者割当増資」という。)を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上の

募集事項については、以下のとおりであります。 

  

(注) １．募集株式の払込金額(会社法上の払込金額)は、平成29年９月15日開催予定の取締役会において決定される予

定の「第１  募集要項」における新規発行株式の払込金額(会社法上の払込金額)と同一とする予定でありま

す。 

２．割当価格は、平成29年９月26日に決定される予定の「第１  募集要項」における新規発行株式の引受価額と

同一とする予定であります。 

  

また、主幹事会社は、平成29年10月５日から平成29年10月27日までの間、貸株人から借入れる株式の返却を目的と

して、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカ

バー取引を行う場合があります。 

主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数については、割当てに応じ

ない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われ

ず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数が減少する、又は発行そのものが全く行われ

ない場合があります。また、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断でシンジケートカバー取

引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

  

 

(1) 募集株式の数 当社普通株式 79,500株 

(2) 募集株式の払込金額 未定  (注)１ 

(3) 
増加する資本金及び資本準備金 
に関する事項 

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項
に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の
結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとす
る。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加す
る資本金の額を減じた額とする。  (注)２ 

(4) 払込期日 平成29年11月６日(月) 
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３．ロックアップについて 

本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、貸株人及び売出人である堀田哲平、売出人である堀田修

平並びに新株予約権者である野村直樹及び島田嘉人は、主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）

日（当日を含む）後90日目の平成30年１月２日までの期間中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株

式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株

式を貸し渡すこと等を除く。）を行わない旨合意しております。 

また、当社は主幹事会社に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の平成30年４

月２日までの期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換若しくは交換

される有価証券の発行又は当社株式を取得若しくは受領する権利を付与された有価証券の発行等（ただし、本募集、

株式分割、ストックオプションとしての新株予約権の発行及びオーバーアロットメントによる売出しに関連し、平成

29年９月１日開催の当社取締役会において決議された主幹事会社を割当先とする第三者割当増資等を除く。）を行わ

ない旨合意しております。 

なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はその裁量で当該合意の内容を一部若しくは全部につき解除で

きる権限を有しております。 
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第二部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．第51期及び第52期の消費税等の会計処理は税込方式によっております。第53期、第54期及び第55期の売上高

には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っており、発行済株式総数は669,170

株となっております。 

 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 

売上高 (千円) 1,160,214 978,073 1,003,577 1,048,399 1,043,088 

経常利益 (千円) 71,757 25,292 65,967 133,463 219,406 

当期純利益 (千円) 8,543 16,489 52,008 88,628 167,915 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 33,458 33,458 33,458 33,458 33,458 

発行済株式総数 (株) 66,917 66,917 66,917 66,917 66,917 

純資産額 (千円) 500,471 513,614 562,276 647,559 804,099 

総資産額 (千円) 639,953 593,717 789,475 977,298 1,073,814 

１株当たり純資産額 (円) 7,478.98 7,675.40 8,402.60 967.71 1,201.64 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
50.00 50.00 50.00 170.00 350.00 
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 127.67 246.42 777.20 132.45 250.93 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 78.2 86.5 71.2 66.3 74.9 

自己資本利益率 (％) 1.7 3.3 9.7 14.7 23.1 

株価収益率 (倍) － － － － － 

配当性向 (％) 39.2 20.3 6.4 12.8 13.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － － 182,573 224,970 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － － △264,796 △264,710 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － － 487 △11,375 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) － － － 299,119 248,003 

従業員数 (名) 19 22 29 32 35 
 

─ 13 ─



５．当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、第54期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第51期及び第52期は潜在株式が存在しないため、第

53期、第54期及び第55期は、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりません。 

７．株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。 

８．第51期、第52期及び第53期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・

フローに係る各項目については記載しておりません。 

９．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため、記載しておりませ

ん。 

10．第54期及び第55期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任 

あずさ監査法人により監査を受けております。なお、第51期、第52期及び第53期については、「会社計算規

則」（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しており、当該各数値については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく有限責任 あずさ監査法人による監査を受けておりませ

ん。 

11．当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

そこで、東京証券取引所自主規制法人（現日本取引所自主規制法人）の引受担当者宛通知「『新規上場申請

のための有価証券報告書(Ⅰの部)』の作成上の留意点について」(平成24年８月21日付東証上審第133号)に

基づき、第51期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定した場合の１株当たり指標の推移を参考ま

でに掲げると以下のとおりとなります。 

なお、第51期、第52期及び第53期の数値（１株当たり配当額についてはすべての数値）については、有限責

任 あずさ監査法人の監査を受けておりません。 

  

  

 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 

１株当たり純資産額 (円) 747.90 767.54 840.26 967.71 1,201.64 

１株当たり当期純利益金額 (円) 12.77 24.64 77.72 132.45 250.93 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
5.00 
(－)

5.00 
(－)

5.00 
(－)

17.00 
(－)

35.00 
(－)
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２ 【沿革】 

当社は、昭和24年に大阪市東成区において粗パラフィン（注１）の精製及び販売を目的として、現在の大阪油化工

業株式会社の前身である、「大阪油化工業所」を創業いたしました。 

その後、昭和37年２月に、大阪油化工業株式会社を設立いたしました。 

設立以後の経緯は以下のとおりであります。 

（注）１．石油由来成分であり、当時のロウソクの原料。 

２．大気圧より低い圧力で蒸留を行うための装置。大気圧での蒸留に比べ、低温で蒸留することができる。 

３．物質が直接固体から気体になる昇華の性質を利用し、精製するための装置。有機ＥＬ材料の精製にも使用

される。 

４．減圧蒸留装置の中でも、より低い圧力で蒸留を行う装置。高沸点物質や熱分解性物質を蒸留することがで

きる。 

  

 

年月 概要 

昭和37年２月 化学品の受託製造を目的として、大阪油化工業株式会社を大阪府枚方市津田に設立（資本金
2,000千円） 

昭和38年４月 当社の独自設計による、減圧蒸留装置（注２）を本社工場に設置 

昭和48年11月 大阪府枚方市春日西町に本社及び工場を新築し、大阪府枚方市津田より本社移転 

平成10年４月 有機ＥＬ材料精製に対応するため、昇華精製装置（注３）を本社工場に設置 

平成12年４月 少量多品種に対応するため、高真空蒸留装置（注４）を本社工場に設置 

平成20年４月 ＩＳＯ14001認証取得 

平成20年12月 ＩＳＯ9001認証取得 

平成24年４月 研究開発支援分野を強化するため、研究実験棟を本社工場敷地内に設立 

平成25年４月 多様化する顧客ニーズに対応するため、研究開発用蒸留設備を本社工場に設置 

平成26年７月 増加する顧客ニーズに対応するため、プラントサービスを開始 

平成27年９月 生産能力増強のため、研究実験棟を本社工場敷地内に増設 
 

─ 15 ─



３ 【事業の内容】 

当社は、化学物質のわずかな沸点の差を利用して混合物から目的とする物質を分離・精製する精密蒸留を主な事業

として行っております。 

精密蒸留の技術は、古くは石油からガソリンを精製することなどから発達したもので、現在では医薬・農薬・電子

材料等の分野や航空・宇宙産業における材料の精製にも活用されており、当社の加工技術もスマートフォンやメガネ

等のレンズ、医薬品や化粧品、自動車等の顧客の最終製品の一部や顧客の研究開発分野において、使用されておりま

す。 

当社は過去から素材加工の一環として行われていた「蒸留」を専業で請け負っており、機能性化学品（注）等の製

造過程で材料の化学物質から不純物を取り除き純度を高める精密蒸留精製において、顧客の最終製品の価値向上に貢

献しております。 

当社の事業は精密蒸留事業の単一セグメントでありますが、売上区分につきまして、顧客の研究開発部門の支援を

行うサービスである「研究開発支援」、基礎研究段階からスケールアップした蒸留等の中・大型の蒸留装置による製

造規模の蒸留及びそれに付随するサービスである「受託加工」、顧客が自社で蒸留を行うための支援サービスである

「プラントサービス」に区分しております。 

  
精密蒸留精製に関連し、「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービス」まで包括的なサービスを提供

できることにより、顧客に最適なソリューションの提案を行うことができる体制と自負しております。 

  
（注）機能性化学品とは、化学メーカー等が研究開発により培った技術力を基に、顧客の最終製品の用途や機能性

等に応じて生み出された新たな化学品を総称する呼称であり、上記製品の部材等に広く活用されている化学

品を指します。 

  
 

  
各売上区分の詳細は以下のとおりであります。 

  
(1)研究開発支援 

当社においては、主に新規顧客開拓を目的に、顧客の研究開発における基礎研究等の補助を行う、小型の蒸留装置

による蒸留の受託及びそれに付随するサービスの提供を行っております。 

顧客の研究開発部門を対象に、対象となる原料を当社の蒸留装置にて精製し、基礎研究に必要な集計データの提

供、将来的な生産に向けた提案、「受託加工」へのスケールアップ等のサポートを行っております。 

顧客の研究開発を支える少量からの蒸留を受託することで、当該顧客のビジネスが軌道に乗った場合、そのまま

「受託加工」へのスケールアップにつながり、顧客の成長とともに収益拡大を図ることが可能な体制となっておりま

す。 
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(2)受託加工 

当社においては、精密蒸留精製の主力サービスとして、中・大型の蒸留装置による蒸留の受託及びそれに付随する

サービスの提供を行っております。 

電子材料、香料等の機能性化学品市場を主な対象市場としており、「研究開発支援」からスケールアップした顧客

をはじめ、蒸留の委託元となる顧客に対して、様々な化学物質について顧客の要望に応じた精度での精製を行ってお

ります。 

創業以来培ってきた技術と経験を基に、原料の質の不安定さによる影響を最小限に抑えた安定した製品品質を提供

するとともに、原料の選定、最適な蒸留、収集したデータの活用方法など、総合的な提案を行っております。 

  

(3)プラントサービス 

当社においては、顧客が自社にて蒸留精製を行うことを目的とした小型蒸留装置の販売及びそのメンテナンスサー

ビスの提供を平成26年７月より新規サービスとして行っております。 

創業以来培ってきた技術と経験を活かし、当社設備での試験データに基づき、小型の蒸留装置を様々な形で提案・

販売し、実際の運転を行う際の技術支援、生産体制を確立するための最適条件・蒸留方法についての総合的な提案を

行っております。 

  

当社の事業系統図は、以下のとおりです。 

  

(事業系統図) 

 

  

４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成29年７月31日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員は含んでおりません。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分

の10未満であるため、記載しておりません。 

２. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社は、精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

38 37.0 8.9 5,932 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融緩和等により、雇用情勢や企業収益等

の改善が見られ、緩やかな回復基調となりました。 

一方、世界経済は、米国や欧州は緩やかな景気拡大を続けておりますが、英国のＥＵ離脱問題や中国をはじめと

する新興国の景気減速など不透明な見通しとなっております。 

化学業界におきましては、原材料価格の下落があったものの、資源国や新興国経済の減速懸念、円高・株安の進

行等、依然として先行き不安定な状況が続いております。 

このような状況のもと、当社は展示会出展数増加及びホームページの刷新による新規顧客獲得、営業人員の増強

等による既存顧客に対する研究開発支援業務の強化を図り、取引拡大に取り組んでまいりました。 

以上の結果、当事業年度における売上高は、営業活動の結果、無償支給の新規案件等を獲得したものの、取引先

の製造サイクルの影響等により有償支給案件の減少が影響し、1,043,088千円（前年同期比0.5％減）となりまし

た。利益面におきましては、利益率の低い有償支給案件が減少し、利益率の高い無償支給案件が増加した影響によ

り、営業利益は223,667千円（前年同期比64.2％増）、経常利益は219,406千円（前年同期比64.4％増）、当期純利

益は167,915千円（前年同期比89.5％増）となりました。 

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

  
当社事業の売上区分別の業績は次のとおりであります。 

（研究開発支援） 

展示会出展数増加及びホームページでの集客等の営業活動が功を奏し、電子材料及び医薬・農薬関連等の研究開

発案件が増加し、研究開発支援売上高は、167,250千円（前年同期比53.1％増）となりました。 

  
（受託加工） 

既存取引先企業からの電子材料及び工業材料関連等の案件が堅調に推移しておりますが、取引先の製造サイクル

の影響等により有償支給案件が減少し、受託加工売上高は、875,837千円（前年同期比3.3％減）となりました。 

  

（プラントサービス） 

展示会出展等による新規顧客獲得のための営業活動を行った結果、引き合いはあるものの、受注につながらなか

ったため、当事業年度のプラントサービス売上高は計上しておりません。 
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第56期第３四半期累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年６月30日) 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀による金融緩和等により、雇用環境の

改善や、企業収益等の改善が見られ、緩やかな回復基調となりました。 

一方、世界経済においては、景気は緩やかに回復しているものの、米国の経済・金融政策や新興国の経済動向に

は不確実性があり、先行きは依然不透明な状況となっております。 

化学業界におきましては、一部原料の需要の増加があったものの、資源国や新興国経済の減速懸念、米国の対外

政策の影響による為替・株式市場の変化等、依然として先行き不安定な状況が続いております。 

このような状況のもと、当社は展示会出展及びインターネット広告等の活用による新規顧客獲得、営業人員を増

強する等の顧客対応充実に注力することにより、取引拡大に取り組むとともに、品質向上及び生産能力増強等のた

めの投資を積極的に行いました。 

以上の結果、当第３四半期累計期間における売上高は、新規案件を獲得したこと及び取引先の製造サイクルの影

響等により有償支給案件の取引量が増加し、918,809千円となりました。利益面におきましては、利益率の低い有償

支給案件の取引量が増加し、営業利益は218,940千円、経常利益は219,167千円、四半期純利益は143,704千円となり

ました。 

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

  
当社事業の売上区分別の業績は次のとおりであります。 

（研究開発支援） 

展示会出展等による新規取引先の開拓に注力したこと及び企業の活発な研究開発活動に支えられ、電子材料及び

石油向け研究開発案件が増加したことから、研究開発支援売上高は、195,644千円となりました。 

  
（受託加工） 

営業人員を増強する等の顧客対応充実に注力したこと及び企業の堅調な生産活動に支えられ、電子材料及び工業

用材料向け受託案件が増加したことから、受託加工売上高は、722,671千円となりました。 

  

（プラントサービス） 

研究開発用途の新規案件を獲得したことにより、プラントサービス売上高は、494千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ51,116千円減少

し、248,003千円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動により得られた資金は、224,970千円（前年同期は182,573千円の収入）となりまし

た。主な要因は、仕入債務の減少額55,318千円及び法人税等の支払額35,795千円があったものの、税引前当期純利

益219,406千円及び減価償却費98,842千円を計上したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動により使用した資金は、264,710千円（前年同期は264,796千円の支出）となりまし

た。主な要因は、有形固定資産の取得による支出254,291千円であり、本社工場の生産設備（蒸留塔）の新設・改良

によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動により使用した資金は、11,375千円（前年同期は487千円の収入）となりました。こ

れは、配当金の支払額11,375千円によるものであります。 

  

 

─ 19 ─



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、売上区分別に記載しております。 

(1) 生産実績 

第55期事業年度及び第56期第３四半期累計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

(注) １．金額は、製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

第55期事業年度及び第56期第３四半期累計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

第55期事業年度及び第56期第３四半期累計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

売上区分 

第55期事業年度 第56期第３四半期累計期間 
（自 平成27年10月１日  （自 平成28年10月１日  

  至 平成28年９月30日）   至 平成29年６月30日） 
生産高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

生産高 
(千円) 

研究開発支援 179,104 210.5 143,409 

受託加工 379,343 70.5 295,264 

プラントサービス 51,842 203.4 16,005 

合計 610,291 94.1 454,679 
 

売上区分 

第55期事業年度 第56期第３四半期累計期間 
（自 平成27年10月１日  （自 平成28年10月１日  

  至 平成28年９月30日）   至 平成29年６月30日） 

受注高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

受注残高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

受注高 
(千円) 

受注残高 
(千円) 

研究開発支援 180,811 169.9 27,081 200.3 168,663 100 

受託加工 950,638 102.1 226,510 149.3 575,555 79,394 

プラントサービス － － － － 6,209 5,715 

合計 1,131,450 105.6 253,591 153.5 750,428 85,210 
 

売上区分 

第55期事業年度 第56期第３四半期累計期間 
（自 平成27年10月１日  （自 平成28年10月１日  

  至 平成28年９月30日）   至 平成29年６月30日） 
販売高 
(千円) 

前年同期比 
(％) 

販売高 
(千円) 

研究開発支援 167,250 153.1 195,644 

受託加工 875,837 96.7 722,671 

プラントサービス － － 494 

合計 1,043,088 99.5 918,809 
 

相手先 

第54期事業年度 第55期事業年度 第56期第３四半期累計期間
（自 平成26年10月１日  （自 平成27年10月１日  （自 平成28年10月１日 

  至 平成27年９月30日）   至 平成28年９月30日）   至 平成29年６月30日） 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

東レ・ダウコーニング株式会社 163,386 15.6 247,405 23.7 161,615 17.6 

住友商事ケミカル株式会社 82,300 7.9 159,175 15.3 146,912 16.0 

東洋紡株式会社 137,388 13.1 119,230 11.4 57,880 6.3 

三井化学株式会社 149,466 14.3 87,434 8.4 97,083 10.6 
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３ 【対処すべき課題】 

当社は、「３か年中期経営計画（2017年９月期－2019年９月期）」を着実に実現することを目指し、更なる持続的

な成長を見据えて、以下を重要な課題と認識し、取り組んでおります。 

  

(1)人材の採用及び育成 

当社は、実績に裏付けられた高度な技術力及び研究開発力により、蒸留サービスを提供しております。顧客からの

依頼により他社で対応不可能であった案件を請け負うことがあるため、技術力及び研究開発力の更なる向上が必要で

あると考えております。また、契約締結から出荷までをカバーするビジネスプロセスのすべてにおいて、品質の高い

サービスを提供し続け、数十年の長きにわたり発注頂く顧客がいることから、顧客から安定した信頼を獲得している

と自負しております。 

このような競争力の源泉となっているのは、ひとえに人材であります。そして、顧客ニーズが多様化あるいは高度

化していく中において、人材の重要性はますます高まるばかりです。そのため、当社では、人材の採用及び育成を重

要な経営課題と捉えており、専門性を高める技術研修や安全指導、福利厚生の一環として熱中症対策の飲料を配布す

るなど、勤務環境の整備を図り、積極的な投資を行っております。最近では、将来の海外展開を見据えたグローバル

人材の育成にも取り組んでおります。 

  
(2)既存サービスの収益基盤強化 

当社は創業から60年以上の歴史を有しており、「研究開発支援」、「受託加工」といった既存サービスについては

一定の収益基盤を確立しておりますが、持続的な成長を見据えて収益基盤の更なる強化を目指しております。 

そのため、設備新設等による生産能力増強及び他の精製技術等の周辺サービスへの展開により、幅広い顧客ニーズ

への対応を強化するとともに、顧客との積極的なコミュニケーションを図る等のきめ細やかで柔軟な顧客対応によ

り、顧客満足度を向上させることで取引先数及び受託件数の拡大に取り組んでまいります。 

  
(3)新規サービスの成長 

当社は、更なる収益基盤の安定化及び持続的な成長を図るためには、収益源を多様化する必要があると考えてお

り、既存サービスに続く新たな事業の開拓に積極的に取り組んでおります。その一環において新規サービスとしてス

タートさせた「プラントサービス」を育成、成長させていきます。 

受託加工での豊富な実績や知見等を活かし、プラントにおける最適な設定などの技術支援や生産体制の構築支援を

行ってまいります。一社完結によるサービスの提供が可能であるため、受託加工で培った技術やノウハウの相互活用

をスムーズに行うことができ、柔軟な対応が可能となっております。専門紙への広告掲載や展示会等への積極的な出

展、会社ホームページの充実等により当該サービスの認知度向上に努め、取引の拡大に注力してまいります。 

また、納品後のメンテナンス体制も充実させてまいります。「プラントサービス」にて販売する小型蒸留装置は納

品後においても、柔軟なカスタマイズが可能な設計としているため、顧客ニーズの変化に素早く対応することが可能

となっております。また、あわせてメンテナンスサービスも行っていくことで、単に販売するだけでなく、顧客の価

値創造に貢献するサービスを提供し、当社の競争力の強化や継続的な収益基盤の構築につなげてまいります。 

「プラントサービス」が加わったことで、「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービス」まで包括的

にサービスを提供できることになります。その結果、顧客に最適なソリューションの提案を行うことができ、より一

層の顧客満足度の向上につながるものと考えております。 

  
(4)経営管理体制の強化 

当社は、企業価値の継続的な向上のため、事業の成長や業容の拡大に合わせた経営管理体制の強化が重要であると

認識しております。 

これまでと同様に、専門性の高い優秀な人材の確保及び在籍する人員の育成に注力するとともに、権限委譲を進め

ることで意思決定の迅速化及び経営の監督機能強化を図ってまいります。 

  

 

─ 21 ─



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  
(1)人材の採用及び育成 

当社は、少人数で業務を遂行しております。今後の事業拡大に応じて、積極的な人材の採用及び育成に取り組んで

いく方針ではありますが、人材の採用及び技術承継等が順調に進まなかった場合又は既存の人材が社外に流出した場

合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(2)災害の発生 

当社は、本社工場のみを事業拠点としております。ＢＣＰ（事業継続計画）の策定や防災訓練、耐震対策などを行

っておりますが、当該拠点にて地震及び火災等の大規模な災害が発生した場合、当社の業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

また、労働災害を予防するため、継続的な改善活動及び定期的な研修等を行っておりますが、不測の事故等が発生

した場合、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(3)環境への責任 

当社は、環境管理体制を整備し、ＩＳＯ14001の認証を取得するとともに、環境に関連する諸法規に対応した設備を

保有し、また、当該関連諸法規に対応した処理を行っておりますが、人為的ミス等による環境汚染や関連諸法規の変

更による追加の設備投資又は費用負担が生じるなどした場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  
(4)知的財産権 

当社は、自社開発又は共同開発を通じて獲得した技術等について、日本及び主要各国における特許出願により、知

的財産権の保護に努めておりますが、これら知的財産権の侵害が発生した場合、当社の業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

  
(5)情報管理 

当社は、事業活動を通じて、多くの顧客に係る重要情報や秘密情報を有しております。これらの情報に対しては、

厳格な管理を行っておりますが、予測し得ない事態によって情報が流出した場合、顧客からの信用や当社の社会的信

用の低下を招き、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(6)品質管理 

当社は、品質管理体制を整備し、ＩＳＯ9001の認証を取得するとともに、品質検査の結果、顧客の規格を満たすも

ののみ出荷を行っておりますが、予測し得ない品質トラブルや製造物責任に関する事故が発生した場合は、損害賠償

保険に加入し不測の事態に備えているものの、当社の信用低下のみならず、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

  
(7)新規サービス 

当社は、より一層の成長を志向し、新規サービスとしてスタートさせた「プラントサービス」を育成、成長させて

いく方針であります。当該新規サービスの展開にあたっては、マーケットの分析やサービスの開発等に時間を要する

ことや、必要な資源の獲得に予想以上のコストがかかるなど、必ずしも計画が順調に進行しないことも想定されま

す。また、既に新規サービスはスタートしておりますが、今後も軌道に乗った展開ができるとは限らず、方針の変更

やサービスの見直し、サービスからの撤退など何らかの問題が発生する可能性も想定されます。当該新規サービスの

展開が収益獲得に至らず損失が発生した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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(8)競合 

当社は、精密蒸留において、長年にわたり獲得してきた信頼や蓄積されてきた技術、市場がニッチであることなど

から、一定の参入障壁を確立していると自負しております。しかしながら、今後、他社による当該市場への新規参入

や競合他社との競争激化、あるいは代替技術の出現等が生じた場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

  
(9)ストックオプションの権利行使による株式価値の希薄化 

当社は、取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めることを目的として、ストックオプショ

ン制度を導入しております。本書提出日現在の潜在株式数は56,330株であり、発行済株式総数の8.4％に相当しており

ますが、これらの新株予約権の行使が行われた場合、株式価値が希薄化する可能性があります。 

  
(10)法的規制 

当社は、法令の遵守を基本として事業活動を行っておりますが、消防法や毒物及び劇物取締法等に基づく各種許認

可や規制等の様々な法令の適用を受けており、今後更にその規制が強化されることも考えられます。そのような場

合、事業活動に対する制約の拡大やコストの増加も予想され、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  
(11)顧客の事業環境の変化 

当社の顧客は、電子材料、医薬、農薬等の様々な業界に属しており、各種法規制及び経済環境の変化に対応して、

事業活動や研究開発活動を行っております。これら各種法規制や経済環境の変化により、顧客の活動にも変化が生じ

た場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(12)特定販売先への依存 

当社の最近２事業年度及び第56期第３四半期累計期間における販売実績のうち、10％を超える販売先との取引は、

以下のとおりであります。 

当社としましては、これらの主要顧客との取引を維持・継続するために、より一層の品質の向上に努めてまいりま

すが、主要顧客の方針変更等により主要顧客との取引が終了ないし大幅に縮小した場合には、当社の業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

 

相手先 

第54期事業年度 第55期事業年度 第56期第３四半期累計期間
（自 平成26年10月１日  （自 平成27年10月１日  （自 平成28年10月１日 

  至 平成27年９月30日）   至 平成28年９月30日）   至 平成29年６月30日） 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

販売高 
(千円) 

割合 
(％) 

東レ・ダウコーニング株式会社 163,386 15.6 247,405 23.7 161,615 17.6 

住友商事ケミカル株式会社 82,300 7.9 159,175 15.3 146,912 16.0 

東洋紡株式会社 137,388 13.1 119,230 11.4 57,880 6.3 

三井化学株式会社 149,466 14.3 87,434 8.4 97,083 10.6 
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６ 【研究開発活動】 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

当社の研究開発体制は、製品化のための研究と顧客商品への応用研究を行う部署を配置し、各部署が密接に連携す

る体制です。 

また、当社は研究開発活動においても、「品質の追求」「環境保全」に対しては十分に配慮し、コンプライアンス

（法令遵守）を徹底しております。  

当社は、基盤事業の強化・拡大及び顧客の要望に対応すべく、企業の研究開発部門や大学などの研究機関と連携

し、蒸留技術の研究開発を行っております。 

蒸留技術そのものは紀元前から利用されておりますが、新規化学物質の発見とともに、産業利用される化学物質が

多様化している状況に合わせ、新規化学物質の効率的かつ最適な精製方法の設計・確立を目標に研究開発活動に取り

組んでおります。 

当事業年度における研究開発費の総額は、55,400千円であります。 

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

  

第56期第３四半期累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年６月30日) 

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は、28,397千円であります。 

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されております。

この財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1)財務諸

表 注記事項 重要な会計方針」に記載のとおりであります。 

また、財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金

額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘

案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合が

あります。 

  

(2) 財政状態の分析 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

①資産 

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ96,516千円増加し、1,073,814千円となりました。 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産は、前事業年度末に比べ23,441千円増加し、516,515千円となりました。主な要

因は、現金及び預金が51,116千円減少したものの、有償支給案件の製品が在庫になったことにより商品及び製品

が69,201千円増加したことによるものであります。 

  

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産は、前事業年度末に比べ73,074千円増加し、557,298千円となりました。主な要

因は、本社工場の生産設備（蒸留塔）の新設工事完了により建設仮勘定が90,425千円減少したものの、生産設備

メンテナンスのための機械整備室の完成等により建物（純額）が34,694千円、本社工場の生産設備（蒸留塔）完

成により機械及び装置（純額）が88,564千円増加したことによるものであります。 

  

②負債 

当事業年度末における負債は、前事業年度末に比べ60,023千円減少し、269,714千円となりました。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債は、前事業年度末に比べ60,023千円減少し、269,714千円となりました。主な要

因は、当期純利益の増加に伴い未払法人税等が33,414千円、製品の分割納入に伴い前受金が23,708千円増加した

ものの、有償支給案件の材料仕入減少により買掛金が55,318千円、本社工場の生産設備（蒸留塔）新設にかかる

工事代金支払完了により未払金が72,447千円減少したことによるものであります。 

  

③純資産 

当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ156,539千円増加し、804,099千円となりました。これ

は、当期純利益の計上により、繰越利益剰余金が156,539千円増加したことによるものであります。 
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第56期第３四半期累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年６月30日) 

①資産 

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ27,176千円減少し、1,046,638千円となりま

した。 

（流動資産） 

当第３四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べ16,369千円増加し、532,885千円となりまし

た。主な要因は、前事業年度末に在庫であった有償支給案件の製品出荷により商品及び製品が49,749千円減少し

たものの、現金及び預金が54,164千円、売上増加により売掛金が15,676千円増加したことによるものでありま

す。  

  

（固定資産） 

当第３四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末に比べ43,545千円減少し、513,752千円となりまし

た。主な要因は、本社工場の生産設備（蒸留塔）の改良があるものの、減価償却の影響が大きく機械及び装置

（純額）が34,250千円減少したことによるものであります。 

  

②負債 

当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末に比べ147,459千円減少し、122,254千円となりまし

た。 

（流動負債） 

当第３四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末に比べ147,459千円減少し、122,254千円となりま

した。主な要因は、返済により短期借入金が100,000千円、未払法人税等が24,733千円及び賞与引当金が10,914千

円減少したことによるものであります。 

  

③純資産 

当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ120,283千円増加し、924,383千円となりまし

た。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が120,283千円増加したことによるものであります。 
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(3) 経営成績の分析 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

①売上高 

売上高は、前事業年度に比べ0.5％減収の1,043,088千円となりました。 

売上区分別では、研究開発支援の売上高は展示会出展等の営業活動が功を奏し、案件数が増加したことにより前

事業年度に比べ53.1％増収の167,250千円となりました。受託加工の売上高は取引先の製造サイクルの影響を受け有

償支給案件の取引量の減少により前事業年度に比べ3.3％減収の875,837千円となりました。 

  
②営業利益 

売上原価は、有償支給案件の減少に伴い材料費が減少した結果、前事業年度に比べ17.2％減少し、541,089千円と

なりました。販売費及び一般管理費は、展示会出展等の営業活動の結果、新規案件の増加に伴い研究開発費が増加

したことにより前事業年度に比べ7.5％増加し、278,331千円となりました。 

これらの結果、営業利益は前事業年度に比べ64.2％増加し、223,667千円となりました。 

  

③経常利益 

営業外収益が585千円となり、既存設備の改良等に伴う固定資産除却損4,333千円を計上したことにより営業外費

用が4,846千円となりました。 

これらの結果、経常利益は前事業年度に比べ64.4％増加し、219,406千円となりました。 

  

④当期純利益 

法人税、住民税及び事業税は、69,210千円となりました。また、繰延税金資産の計上に伴い法人税等調整額で

△17,719千円を計上しております。 

これらの結果、当期純利益は前事業年度に比べ89.5％増加し、167,915千円となりました。 

  

第56期第３四半期累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年６月30日) 

①売上高 

売上高は、918,809千円となりました。 

売上区分別では、研究開発支援の売上高は展示会出展等の営業活動が功を奏し、新規案件を獲得したことによ

り、195,644千円となりました。受託加工の売上高は取引先の製造サイクルの影響を受け有償支給案件の取引量が増

加したことにより、722,671千円となりました。プラントサービスの売上高は新規案件を獲得したことにより、494

千円となりました。 

  

②営業利益 

売上原価は、有償支給案件の増加に伴い材料費が増加した結果、504,428千円となりました。販売費及び一般管理

費は、費用対効果を重視した経費の選別により、研究開発費が減少したことにより、195,440千円となりました。 

これらの結果、営業利益は、218,940千円となりました。 

  

③経常利益 

フォークリフトの買替えに伴う固定資産売却益1,991千円を計上したことにより、営業外収益が2,189千円とな

り、上場申請に伴う株式公開費用1,500千円を計上したことにより、営業外費用が1,963千円となりました。 

これらの結果、経常利益は219,167千円となりました。 

  

④四半期純利益 

法人税、住民税及び事業税は、62,931千円となりました。また、繰延税金資産の取崩しに伴い法人税等調整額

は、12,530千円を計上しております。 

これらの結果、四半期純利益は143,704千円となりました。 
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(4) キャッシュ・フローの状況の分析 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ51,116千円減少

し、248,003千円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動により得られた資金は、224,970千円（前年同期は182,573千円の収入）となりまし

た。主な要因は、仕入債務の減少額55,318千円及び法人税等の支払額35,795千円があったものの、税引前当期純利

益219,406千円及び減価償却費98,842千円を計上したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動により使用した資金は、264,710千円（前年同期は264,796千円の支出）となりまし

た。主な要因は、有形固定資産の取得による支出254,291千円であり、本社工場の生産設備（蒸留塔）の新設・改良

によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動により使用した資金は、11,375千円（前年同期は487千円の収入）となりました。

これは、配当金の支払額11,375千円によるものであります。 

  

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の経営成績に重要な影響を与える要因としては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとお

りであります。当社は、これらのリスク要因について、内部管理体制を強化し、優秀な人材を確保する等の対応を

図ることにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散・低減し、適切に対応を行ってまいります。 

  

(6) 経営戦略の現状と見通し 

当社は、実績に裏付けられた技術力及び研究開発力を活かし、蒸留受託加工にて収益を確保してまいりました。

収益性の安定化を図り、蒸留装置の販売を開始することにより、一社完結によるサービスの提供ができるため、

「研究開発支援」から「受託加工」や「プラントサービス」まで包括的なサービス提供が可能となっております。

これにより、顧客に最適なソリューションの提案を行うことができ、より一層の収益の安定化につながるものと考

えております。 

  

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社が今後、業容を拡大し、より良いサービスを継続的に展開していくためには、経営者は「第２ 事業の状況

３ 対処すべき課題」に記載の様々な課題に対処していくことが必要であると認識しております。これらの課題に

対処するために、経営者は、常に外部環境の構造やその変化に関する情報の入手及び分析を行い、最適な解決策を

実施していく方針であります。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

第55期事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

当事業年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備投資を継続

的に実施しております。 

当事業年度は、生産設備（蒸留塔）の新設を中心とする総額179,168千円（無形固定資産への投資を含む）の設備投

資を実施いたしました。 

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

また、重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

第56期第３四半期累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年６月30日) 

当第３四半期累計期間の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備

投資を継続的に実施しております。 

当第３四半期累計期間は、生産設備（蒸留塔）の改良を中心とする総額48,469千円（無形固定資産への投資を含

む）の設備投資を実施いたしました。 

なお、当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

また、重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

主要な設備の内容は、次のとおりであります。 

平成28年９月30日現在 

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
２．現在休止中の主要な設備はありません。 
３．帳簿価額のうち「建物及び構築物」には建物附属設備を含んでおります。 
４．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエアであり、建設仮勘定は含んでおりませ

ん。 
５．本社事務所は、工場の敷地の一部に建設しております。 
６．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員は含んでおりません。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分

の10未満であるため、記載しておりません。 
７．当社は精密蒸留事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。 

  

 

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 建物 

及び構築物 
機械及び装置
及び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(大阪府枚方市) 

本社機能 21,302 － 
－ 

(－)
4,852 26,155 9 

工場 
(大阪府枚方市) 

生産設備 127,871 285,328 
63,518 

(3,750.52)
22,969 499,687 26 

 

─ 29 ─



３ 【設備の新設、除却等の計画】(平成29年８月10日現在) 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) １．上記の金額に消費税等は含まれておりません。 
２．完成後の増加能力は合理的に算出することが困難なため、記載しておりません。 
３．当社は平成29年８月10日開催の取締役会にて、設備投資計画を含む事業計画の決議を行っており、上記は本

書における最近日現在とは異なる時点の状況を記載しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

 

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

投資予定金額 

資金調達方法 
着手予定
年月 

完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 

工場 
(大阪府枚方市) 

連続蒸留塔 220,000 － 増資資金 
平成29年 
12月 

平成30年 
８月 

約６％増加 

本社 
(大阪府枚方市) 

事務棟 75,000 － 増資資金 
平成29年 
10月 

平成30年 
３月 

(注)２ 

工場 
(大阪府枚方市) 

安全対策 
関連設備 

64,600 － 増資資金 
平成29年 
10月 

平成30年 
９月 

(注)２ 

工場 
(大阪府枚方市) 

倉庫 35,000 － 増資資金 
平成29年 
10月 

平成29年 
12月 

(注)２ 

工場 
(大阪府枚方市) 

分析機器 31,000 － 増資資金 
平成29年 
12月 

平成30年 
３月 

(注)２ 

工場 
(大阪府枚方市) 

ボイラー更新 25,000 － 増資資金 
平成30年 
４月 

平成30年 
５月 

(注)２ 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は1,670,400株増加し、1,856,000株となっております。 

  
② 【発行済株式】 

(注) １．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割 

を行っております。これにより発行済株式総数は、602,253株増加し、669,170株となっております。 

２．平成29年６月14日開催の臨時株主総会決議により定款の変更が行われ、平成29年６月14日付で１単元を100

株とする単元株制度を採用しております。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,856,000 

計 1,856,000 
 

種類 発行数(株) 
上場金融商品取引所名又は 

登録認可金融商品取引業協会名
内容 

普通株式 669,170 非上場 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。 

計 669,170 － － 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  
①第１回新株予約権（平成26年４月30日臨時株主総会決議及び平成26年５月30日取締役会決議） 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、最近事業年度末は１株であり、提出日の前月末現在は10株で

あります。 

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる

株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 
  

  
２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、

従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこの限り

ではない。 

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

(3) 新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使す

ることができる。 
  

４．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。 
  

５．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職により権利を喪失した者の個数及

び株式数を減じております。 
  

 

区分 
最近事業年度末現在 
(平成28年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成29年８月31日) 

新株予約権の数(個) 3,650 3,200(注)５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,650(注)１ 32,000(注)１、４、５ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 4,000(注)２ 400(注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
自 平成28年７月１日 
至 平成36年４月30日 

自 平成28年７月１日 
至 平成36年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  4,000 
資本組入額 2,000 

発行価格  400（注）４ 
資本組入額 200（注）４ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

－ － 
 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 
 

  
調整後払込金額

  
＝ 

  
調整前払込金額

 
×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込（処分）金額 

新規発行（処分）前の株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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②第２回新株予約権（平成27年５月29日臨時株主総会決議及び平成27年６月23日取締役会決議） 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、最近事業年度末は１株であり、提出日の前月末現在は10株で

あります。 

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる

株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 
  

  
２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、

従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこの限り

ではない。 

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

(3) 新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使す

ることができる。 
  

４．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。 
  

  

 

区分 
最近事業年度末現在 
(平成28年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成29年８月31日) 

新株予約権の数(個) 1,433 1,433 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,433(注)１ 14,330(注)１、４ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 6,500(注)２ 650(注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
自 平成29年７月１日 
至 平成37年４月30日 

自 平成29年７月１日 
至 平成37年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  6,500 
資本組入額 3,250 

発行価格  650（注）４ 
資本組入額 325（注）４ 

新株予約権の行使の条件 (注)３  (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

－ － 
 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 
 

  
調整後払込金額

  
＝ 

  
調整前払込金額

 
×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込（処分）金額 

新規発行（処分）前の株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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③第３回新株予約権（平成27年９月28日臨時株主総会決議及び平成27年９月29日取締役会決議） 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、最近事業年度末は１株であり、提出日の前月末現在は10株で

あります。 

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる

株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 
  

  
２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使によるものを除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、

従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこの限り

ではない。 

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

(3) 新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使す

ることができる。 
  

４．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて

おります。 
  

  

 

区分 
最近事業年度末現在 
(平成28年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成29年８月31日) 

新株予約権の数(個) 1,000 1,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,000(注)１ 10,000(注)１、４ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 6,500(注)２ 650(注)２、４ 

新株予約権の行使期間 
自 平成29年10月１日 
至 平成37年７月31日 

自 平成29年10月１日 
至 平成37年７月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  6,500 
資本組入額 3,250 

発行価格  650（注）４ 
資本組入額 325（注）４ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

－ － 
 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 
 

  
調整後払込金額

  
＝ 

  
調整前払込金額

 
×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込（処分）金額 

新規発行（処分）前の株価 

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行

っております。 

  
(5) 【所有者別状況】 

                                         平成29年７月31日現在 

  

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

平成29年６月14日 602,253 669,170 － 33,458 － － 

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数   100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

－ － － － － － 2 2 － 

所有株式数 
(単元) 

－ － － － － － 6,691 6,691 70 

所有株式数 
の割合(％) 

－ － － － － － 100.00 100.00 － 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成29年７月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

  平成29年７月31日現在 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
  
－ 
  

－ － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

669,100 
6,691 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。 
なお、単元株式数は100株でありま
す。 

単元未満株式 
普通株式 

70 
－ － 

発行済株式総数 669,170 － － 

総株主の議決権 － 6,691 － 
 

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株 
式数（株） 

他人名義所有株 
式数（株） 

所有株式数の合 
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 
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(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。  

  

① 第１回新株予約権（平成26年４月30日臨時株主総会決議及び平成26年５月30日取締役会決議） 

（注）本書提出日現在、従業員の取締役就任及び退職により、「付与対象者の区分及び人数」は当社取締役２名及び

当社従業員18名となっております。 

  
 ② 第２回新株予約権（平成27年５月29日臨時株主総会決議及び平成27年６月23日取締役会決議） 

（注）本書提出日現在、従業員の退職により、「付与対象者の区分及び人数」は当社取締役２名及び当社従業員７名

となっております。 

  

 

決議年月日 平成26年５月30日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 26名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

－ 
 

決議年月日 平成27年６月23日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ２名 
当社従業員 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

－ 
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 ③ 第３回新株予約権（平成27年９月28日臨時株主総会決議及び平成27年９月29日取締役会決議） 

（注）本書提出日現在、従業員の取締役就任により、「付与対象者の区分及び人数」は当社取締役１名となっており

ます。 

  

 

決議年月日 平成27年９月29日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 １名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

－ 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  
３ 【配当政策】 

当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主各位に対する適切な利益

還元を実施していくことを基本方針としております。 

この方針に基づき、第55期事業年度の配当につきましては、１株当たりの期末配当金を350円といたしました。 

今後につきましても、将来の事業展開や経営成績及び財政状態等を勘案しつつ、継続的な配当を実施していく方

針であります。 

内部留保資金の使途につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応できる経営体制強化及び事業拡大の

ための投資等に充当していく予定であります。 

当社の剰余金の配当は期末配当の年１回を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は、株主総会でありま

す。また、当社は、取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定

款に定めております。 

  

基準日が第55期事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

（注）平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

そこで、第55期事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、第55期事業年度に属する剰余金の配当

を算定すると、１株当たり配当額は35円に相当いたします。 

  

４ 【株価の推移】 

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

  

 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 
 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

平成28年12月14日 
定時株主総会 

23,420 350.00 
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５ 【役員の状況】 

  

男性８名 女性―名(役員のうち女性の比率―％) 

  
(注) １．代表取締役社長堀田哲平は、代表取締役会長堀田修平の長男であります。 

２．取締役橋森正樹は、社外取締役であります。 

３．監査役衣川靖志、田積彰男及び野村正勝は、社外監査役であります。 

４．取締役の任期は、平成29年６月14日開催の臨時株主総会終結の時から、選任後１年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

５．監査役の任期は、平成29年６月14日開催の臨時株主総会終結の時から、選任後４年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

代表取締役 

会長 
- 堀田 修平 昭和24年５月４日 

昭和48年４月 当社入社 

（注）４ 170,000 
昭和51年11月 当社取締役就任 

平成４年12月 当社代表取締役社長就任 

平成26年10月 当社代表取締役会長就任（現任） 

代表取締役 

社長 
- 堀田 哲平 昭和54年８月11日 

平成15年10月 マスミューチュアル生命保険株式

会社入社 

（注）４ 499,170 
平成18年１月 当社専務取締役就任（平成24年９

月退任） 

平成25年４月 当社専務取締役就任 

平成26年10月 当社代表取締役社長就任（現任） 

取締役 
製造部長 

兼工場長 
野村 直樹 昭和50年７月５日 

平成13年３月 当社入社 

（注）４ - 

平成16年４月 当社製造課課長 

平成26年10月 当社副工場長 

平成27年10月 当社取締役製造部長兼工場長就任

（現任） 

取締役 業務部長 島田 嘉人 昭和57年５月28日 

平成17年12月 あずさ監査法人（現有限責任 あ

ずさ監査法人）入所 

（注）４ - 平成26年２月 当社入社 

  当社業務部長 

平成26年10月 当社取締役業務部長就任（現任） 

取締役 - 橋森 正樹 昭和51年７月23日 

平成14年10月 弁護士登録 

（注）４ - 

平成14年10月 北浜法律事務所（現北浜法律事務

所・外国法共同事業）入所 

平成20年12月 税理士登録 

平成21年１月 橋森・幡野法律会計事務所開設

（現任） 

平成28年６月 株式会社大宣システムサービス社

外取締役（現任） 

平成28年12月 当社取締役就任（現任） 

監査役 

（常勤） 
- 衣川 靖志 昭和29年10月28日 

昭和52年４月 中川安株式会社（現アルフレッサ

株式会社）入社 

（注）５ - 

昭和60年４月 同社総務部総務課課長兼人事課課

長 

平成元年４月 同社総務部次長 

平成３年５月 株式会社ワイエムシィ入社 

平成３年７月 同社総務部部長兼経営企画室室長 

平成９年４月 同社管理本部長 

平成27年６月 当社監査役就任（現任） 

監査役 

（非常勤） 
- 田積 彰男 昭和25年１月25日 

昭和49年４月 株式会社日本アルミ（現株式会社

ＵＡＣＪ金属加工）入社 

（注）５ - 平成４年４月 同社産業機器設計部課長 

平成15年10月 同社産業機器設計部部長 

平成26年10月 当社監査役就任（現任） 

監査役 

（非常勤） 
- 野村 正勝 昭和15年６月３日 

昭和50年11月 国立大学法人大阪大学工学部助教

授 

（注）５ - 昭和59年４月 同大学工学部教授 

平成16年４月 同大学名誉教授（現任） 

平成28年12月 当社監査役就任（現任） 

計 669,170 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに対する基本方針は、企業価値の継続的な向上を実現するために、効率的かつ公正

で透明性の高い経営及び経営監視機能の強化を目指すとともに、法令遵守の徹底及び迅速かつ正確な適時開示により、

株主、顧客、社会、従業員等のステークホルダー各位から信頼される会社となることであります。 

  

②会社の機関構成及び内部統制システムの整備の状況等 

イ．企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由 

当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置するとともに、日常的に

事業を監視する役割として内部監査担当を任命し、対応を行っております。 

また、外部の視点からの経営監督機能を強化するため、社外取締役１名及び社外監査役３名を選任しております。 

これら各機関の相互連携により、経営の健全性・効率性を確保できるものと認識しているため、現状の企業統治体制

を採用しております。  

  
a.取締役及び取締役会 

当社の取締役会は取締役５名（うち社外取締役１名）により構成されており、取締役会規程に則り、毎月１回の定時

取締役会の他、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、業務執行の決定を行うとともに、取締役間で相互に職務

の執行を監督しております。 

また、取締役会には監査役３名（うち社外監査役３名）が出席し、必要に応じて意見陳述を行っております。 

  
b．監査役及び監査役会 

当社の監査役会は常勤監査役１名（社外監査役）と非常勤監査役２名（社外監査役）により構成されており、毎月１

回の他、必要に応じて監査役会を開催しております。監査役は、取締役の法令・定款遵守状況及び職務執行状況を監査

し、業務監査及び会計監査が有効に実施されるよう努めております。 

監査役は取締役会及びその他重要な会議に出席する他、監査計画に基づき重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査

手続を通して、経営に対する適正な監視を行っております。また、内部監査担当者及び会計監査人と連携して適正な監

査の実施に努めております。 

  
c．経営会議 

代表取締役社長が諮問する機関として経営会議を設置し、月１回の定例経営会議を開催しております。 

代表取締役社長が承認した者をメンバーとして経営上の重要な課題等につき意見交換を行い、代表取締役社長に対し

意見の答申を行っております。 

  
d．内部監査担当者 

当社は、独立した内部監査室は設けておりませんが、代表取締役社長が任命した内部監査担当者４名が自己の属する

部門を除く当社全体をカバーするように監査を実施し、代表取締役社長に対して監査結果を報告しております。 

代表取締役社長は監査結果を受け、被監査部門に監査結果及び要改善事項を通達し、改善状況報告を内部監査担当者

を通じて代表取締役社長に提出させることとしております。 

また、内部監査担当者は監査役及び会計監査人と連携し、三様監査を実施しております。 
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e．会計監査人 

当社は有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結し、定期的な監査のほか、会計上の課題について、随時協議を行う

等、適正な会計処理に努めております。 

  

ロ．当社のコーポレート・ガバナンス体制 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下のとおりであります。 

  
 

  

ハ．内部統制システム整備の状況 

当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を定め、経営の適正性の確保、透明性の向上及びコンプライアンス遵

守の経営を徹底するため、下記のとおりに内部統制システムの整備を行っております。 

  

a.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(a)取締役会は、法令及び定款等の遵守のための体制を含む内部統制システムに関する基本方針を決定し、その運用状

況を監督するとともに、適宜、基本方針の見直しを行っております。 

(b)監査役は、内部統制システムの整備と運用状況を含め、独立した立場から取締役の職務執行の監査を行っておりま

す。 

(c)コンプライアンス体制の基礎として、取締役及び使用人が遵守すべき規範として「コンプライアンス規程」及び

「コンプライアンス行動規範」を定め周知徹底を図るとともに、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライア

ンス体制の構築・維持、意識の向上に努めております。 

(d)内部監査担当者は、内部監査規程に基づき、コンプライアンス体制が有効に機能しているかを監査し、その結果を

代表取締役社長に報告しております。 

  

b.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社においては、取締役の職務執行に係る情報は、取締役会その他重要な会議に関する議事録及び稟議書等の文書

（電磁的記録を含む。）として記録し、社内規程に基づきそれぞれ適切な年限を定めて保存及び管理する体制としてお

ります。 
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c.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社においては、「リスク管理規程」を定め、必要に応じてリスク管理委員会を設置し、事業運営に重大な影響を及

ぼす可能性のあるリスクを未然に防止するように努めるとともに、事業運営に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合

の対応やその予防について、必要な処置を講じる体制としております。 

  
d.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社においては、原則として毎月１回開催の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を行い、迅速かつ効率

的な意思決定を行う体制としております。 

また、取締役会の意思決定に基づく業務執行については、社内規程において職務分掌及び責任権限を定め、業務の組

織的かつ効率的な運営を図ることを確保する体制としております。 

  
e.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人の

取締役からの独立性に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役を補助すべ

き使用人を置くこととしております。 

なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査役の事前の同意を得るものとし、当該使用人の取締役か

らの独立性を確保することとしております。  

  
f.取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役及び使用人は、当社の業務又は財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見したときは、その内

容について直ちに監査役会又は監査役に報告しなければならないこととしております。 

また、監査役に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な取扱いを禁止することとしております。 

  
g.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(a)監査役は、代表取締役社長と定期的な会合をもち、経営方針、会社の対応すべき課題、会社を取り巻くリスクの

他、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要問題点について意見を交換することとしております。 

(b)重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取締役会の他、重要な会議に出

席でき、また、監査役から要求のあった文書等は、随時提供することとしております。  

(c)監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債

務を処理しております。  

  
h.財務報告の信頼性に係る内部統制を確保するための体制 

当社の財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制として、適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上

させるため、財務報告に係る内部統制の体制を整備しております。 

  
i.反社会的勢力との関係を遮断するための体制  

(a)当社は、暴力団、暴力団構成員、準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等

の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）との関係を一切遮断しております。  

(b)当社は、反社会的勢力排除のため、以下の体制整備を行っております。  

・反社会的勢力対応部署の設置 

・反社会的勢力に関する情報収集・管理体制の構築 

・外部専門機関との連携体制の確立 

・反社会的勢力対応マニュアルの制定 

・暴力団排除条項の導入 

・その他反社会的勢力を排除するために必要な体制の確立  
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ニ．内部監査及び監査役監査の状況 

当社では代表取締役社長直轄の内部監査担当者を設け、内部監査を実施しております。内部監査は、「内部監査規

程」に基づき、会社の業務運営が法令並びに会社の規程類を遵守して適正に行われているかを評価することを目的とし

て実施しております。 

内部監査担当者と会計監査人は、会計監査人の往査時に適宜意見交換を行うことにより、相互に連携を図っておりま

す。 

また、監査役は、定期的な監査役会の開催のほか、取締役会への出席、その他社内の重要な会議への出席、会社財産

の調査及び業務の調査等を通じて取締役の業務を十分に監査できる体制となっており、不正行為又は法令若しくは定款

に違反する事実の発生防止にも取り組んでおります。また、必要に応じて、内部監査担当者と意見及び情報の交換を行

っております。更に監査役は、会計監査人より監査結果報告を聴取し、必要に応じて監査計画、監査実施状況等につい

て会計監査人に報告を求めるなど情報の共有を図り、監査機能の有効性・効率性を高めるための取組みを行っておりま

す。 

  

ホ．社外取締役及び社外監査役の状況 

当社は、現在社外取締役１名、社外監査役３名を選任し、取締役会の牽制及び経営監視機能を強化しております。な

お、当社と社外取締役及び社外監査役との間において、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。 

社外取締役橋森正樹は、弁護士としての豊かな経験により、法律に関する相当程度の知見と高い見識を有しており、

その知識・経験に基づき、適宜助言又は提言を得るため、社外取締役に選任しております。 

社外監査役衣川靖志は、長年にわたる経理業務経験により、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、そ

の知識・経験に基づき、適宜助言又は提言を得るため、社外監査役に選任しております。 

社外監査役田積彰男は、長年にわたる化学プラント業界経験により、化学プラントに関する相当程度の知見を有して

おり、その知識・経験に基づき、適宜助言又は提言を得るため、社外監査役に選任しております。 

社外監査役野村正勝は、長年にわたり大学教授として化学分野に携わってきた経験により、化学に関する相当程度の

知見を有しており、その知識・経験に基づき、適宜助言又は提言を得るため、社外監査役に選任しております。 

また、当社では社外役員を選任するための独立性に関する基準又は方針としての特段の定めはありませんが、経歴、

当社との関係等から個別に判断し、当社からの独立性を確保できる方を社外役員として選任することとしております。 

  

ヘ．会計監査の状況 

会計監査の体制は以下のとおりであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名等 

  

  

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

・監査業務に係る補助者 

公認会計士４名、その他６名 

  

③リスク管理体制の整備の状況 

当社は、業務部が主管部署となり、各部門との情報交換及び情報共有を行うことで、リスクの早期発見と未然防止に

努めるとともに、管理担当役員、常勤監査役及び顧問弁護士を通報窓口とする内部通報制度を設けております。組織的

又は個人的な法令違反ないし不正行為に関する通報等について、適正な処理の仕組みを定めることにより、不正行為等

による不祥事の防止及び早期発見を図っております。また、重要かつ高度な判断が必要とされるリスクが発見された場

合には、必要に応じて顧問弁護士、監査法人、税理士、社会保険労務士などの外部専門家及び関係当局などからの助言

を受ける体制を構築しております。 

なお、法令遵守体制の構築を目的として「コンプライアンス規程」を定め、役員及び従業員の法令及び社会規範の遵

守の浸透及び啓発を図っております。 

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

西田 順一 有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

神﨑 昭彦 有限責任 あずさ監査法人 
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④役員の報酬等 

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  
ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等 

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  
ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

該当事項はありません。 

  
ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

取締役の報酬等については、会社全体の業績、業績に対する個人の貢献度、他社の役員報酬データ等を踏まえて優秀

な人材確保に必要な報酬水準を勘案し、株主総会により承認された報酬総額の範囲内で決定しております。監査役の報

酬等については、株主総会により承認された報酬総額の範囲内で、監査役会にて決定しております。 

  
⑤提出会社の株式の保有状況 

該当事項はありません。 

  
⑥取締役会の定数及び選任の決議要件 

 当社の取締役は８名以内とする旨を定款に定めております。また、取締役の選任は株主総会において、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う旨を定

款に定めております。また、取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。 

  
⑦株主総会の特別決議要件 

 当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定

めております。 

  
⑧株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項 

イ．中間配当 

当社は、会社法第454条第５項の規定により、毎年３月31日を基準日として、取締役会の決議により中間配当を実施

することができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであ

ります。 

  
ロ．自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己株式を取得すること

ができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とすること

を目的とするものであります。 

  

 

役員区分 
報酬等の 
総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数 
（名） 基本報酬 

ストック 
オプション 

賞与 退職慰労金 

取締役 
（社外取締役を除く） 

26,400 26,400   － － － 4 

監査役 
（社外監査役を除く） 

－ － － － － － 

社外取締役 － － － － － － 

社外監査役 9,000 9,000 － － － 2 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

   該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

最近事業年度の前事業年度 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務調査業務であります。 

  
最近事業年度 

該当事項はありません。 

  
④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の事業規模及び特性、監査日数等を総合的に判断し、監査役会の同意のもと決定しております。 

  

 

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(千円) 

非監査業務に 
基づく報酬(千円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(千円) 

非監査業務に 
基づく報酬(千円) 

5,000 2,000 8,500 － 
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第５ 【経理の状況】 

  

１  財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。 

  

(2) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２  監査証明について 

(1) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成26年10月１日から平成27年９月30

日まで)及び当事業年度(平成27年10月１日から平成28年９月30日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監査

法人の監査を受けております。 

  

(2) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年10月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３  連結財務諸表及び四半期連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

４  財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、専門的な情報を有する団体等が主催するセミナ

ーへの参加、また会計・税務専門書の定期購読等を行っております。 
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１ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年９月30日) 
当事業年度 

(平成28年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 299,119 248,003 

    売掛金 74,453 93,842 

    商品及び製品 25,633 94,835 

    仕掛品 29,650 21,564 

    原材料及び貯蔵品 45,039 14,805 

    前払費用 4,576 7,017 

    繰延税金資産 11,078 29,162 

    その他 3,522 7,287 

    流動資産合計 493,074 516,515 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 71,746 110,201 

        減価償却累計額 △37,516 △41,277 

        建物（純額） 34,230 68,924 

      建物附属設備 47,421 70,197 

        減価償却累計額 △27,048 △30,576 

        建物附属設備（純額） 20,373 39,621 

      構築物 51,516 73,346 

        減価償却累計額 △30,274 △32,717 

        構築物（純額） 21,241 40,628 

      機械及び装置 1,795,156 1,966,449 

        減価償却累計額 △1,599,518 △1,682,246 

        機械及び装置（純額） 195,638 284,203 

      車両運搬具 4,154 4,154 

        減価償却累計額 △1,903 △3,028 

        車両運搬具（純額） 2,250 1,125 

      工具、器具及び備品 41,175 50,112 

        減価償却累計額 △13,423 △26,299 

        工具、器具及び備品（純額） 27,751 23,812 

      土地 63,518 63,518 

      建設仮勘定 110,504 20,079 

      有形固定資産合計 475,509 541,912 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 2,209 4,009 

      その他 138 138 

      無形固定資産合計 2,347 4,147 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 500 － 

      長期前払費用 1,696 7,431 

      繰延税金資産 4,170 3,806 

      その他 5,620 5,620 

      貸倒引当金 △5,620 △5,620 

      投資その他の資産合計 6,367 11,238 

    固定資産合計 484,224 557,298 

  資産合計 977,298 1,073,814 
 

─ 48 ─



  

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年９月30日) 
当事業年度 

(平成28年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 57,759 2,440 

    短期借入金 100,000 100,000 

    未払金 104,686 32,238 

    未払費用 19,136 20,328 

    未払法人税等 19,645 53,060 

    未払消費税等 3,756 12,396 

    前受金 － 23,708 

    預り金 12,125 10,837 

    賞与引当金 12,628 14,704 

    流動負債合計 329,738 269,714 

  負債合計 329,738 269,714 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 33,458 33,458 

    利益剰余金     

      利益準備金 13,048 13,048 

      その他利益剰余金     

        別途積立金 255,000 255,000 

        繰越利益剰余金 346,053 502,593 

      利益剰余金合計 614,101 770,641 

    株主資本合計 647,559 804,099 

  純資産合計 647,559 804,099 

負債純資産合計 977,298 1,073,814 
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【四半期貸借対照表】 

  

 

                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期会計期間 
(平成29年６月30日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 302,167 

    売掛金 109,518 

    商品及び製品 45,085 

    仕掛品 29,922 

    原材料及び貯蔵品 15,391 

    その他 30,800 

    流動資産合計 532,885 

  固定資産   

    有形固定資産   

      建物及び構築物（純額） 142,850 

      機械及び装置（純額） 249,952 

      土地 63,518 

      建設仮勘定 17,639 

      その他（純額） 28,193 

      有形固定資産合計 502,154 

    無形固定資産 3,399 

    投資その他の資産   

      投資その他の資産 13,819 

      貸倒引当金 △5,620 

      投資その他の資産合計 8,199 

    固定資産合計 513,752 

  資産合計 1,046,638 

負債の部   

  流動負債   

    買掛金 107 

    未払金 28,769 

    未払法人税等 28,327 

    賞与引当金 3,790 

    その他 61,260 

    流動負債合計 122,254 

  負債合計 122,254 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 33,458 

    利益剰余金 890,924 

    株主資本合計 924,383 

  純資産合計 924,383 

負債純資産合計 1,046,638 
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② 【損益計算書】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前事業年度 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成27年10月１日 

 至 平成28年９月30日) 

売上高 ※1  1,048,399 ※1  1,043,088 

売上原価 ※1,※2  653,307 ※1,※2  541,089 

売上総利益 395,091 501,998 

販売費及び一般管理費 ※3,※4  258,871 ※3,※4  278,331 

営業利益 136,220 223,667 

営業外収益     

  雑収入 1,418 585 

  営業外収益合計 1,418 585 

営業外費用     

  支払利息 242 175 

  固定資産除却損 933 4,333 

  訴訟和解金 3,000 － 

  その他 － 336 

  営業外費用合計 4,175 4,846 

経常利益 133,463 219,406 

特別利益     

  固定資産売却益 ※5  1,321 － 

  特別利益合計 1,321 － 

特別損失     

  固定資産処分損 ※6  16,904 － 

  特別損失合計 16,904 － 

税引前当期純利益 117,880 219,406 

法人税、住民税及び事業税 33,322 69,210 

法人税等調整額 △4,070 △17,719 

法人税等合計 29,251 51,490 

当期純利益 88,628 167,915 
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【売上原価明細書】 

  

(注)  ※１  主な内訳は、次のとおりであります。 

  

    ※２  副産物の売却収入であります。 

  

(原価計算の方法) 

当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

  

 

    
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ  材料費   254,749 38.7 172,190 28.4 

Ⅱ  労務費   158,617 24.1 169,505 27.9 

Ⅲ  経費 ※１ 244,516 37.2 265,709 43.7 

    当期総製造費用   657,883 100.0 607,405 100.0 

    仕掛品期首たな卸高   20,602   29,650   

合計   678,486   637,055   

    仕掛品期末たな卸高   29,650   21,564   

    他勘定振替高 ※２ －   5,200   

    当期製品製造原価   648,835   610,291   

    製品期首たな卸高   30,105   25,633   

合計   678,941   635,924   

    製品期末たな卸高   25,633   94,835   

    当期売上原価   653,307   541,089   
 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

減価償却費 70,544 94,444 

消耗品費 55,923 47,190 

修繕費 30,244 42,422 

燃料費 28,244 18,603 

水道光熱費 26,285 25,613 
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【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

  

 

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期累計期間 
(自 平成28年10月１日 

 至 平成29年６月30日) 

売上高 ※1  918,809 

売上原価 ※1  504,428 

売上総利益 414,381 

販売費及び一般管理費 195,440 

営業利益 218,940 

営業外収益   

  固定資産売却益 1,991 

  雑収入 197 

  営業外収益合計 2,189 

営業外費用   

  支払利息 20 

  株式公開費用 1,500 

  固定資産売却損 209 

  固定資産除却損 233 

  営業外費用合計 1,963 

経常利益 219,167 

税引前四半期純利益 219,167 

法人税、住民税及び事業税 62,931 

法人税等調整額 12,530 

法人税等合計 75,462 

四半期純利益 143,704 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

  
当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

  

 

  (単位：千円) 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 33,458 13,048 255,000 260,770 528,818 562,276 562,276 

当期変動額               

剰余金の配当       △3,345 △3,345 △3,345 △3,345 

当期純利益       88,628 88,628 88,628 88,628 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
            － 

当期変動額合計 － － － 85,283 85,283 85,283 85,283 

当期末残高 33,458 13,048 255,000 346,053 614,101 647,559 647,559 
 

  (単位：千円) 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 33,458 13,048 255,000 346,053 614,101 647,559 647,559 

当期変動額               

剰余金の配当       △11,375 △11,375 △11,375 △11,375 

当期純利益       167,915 167,915 167,915 167,915 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額） 
            － 

当期変動額合計 － － － 156,539 156,539 156,539 156,539 

当期末残高 33,458 13,048 255,000 502,593 770,641 804,099 804,099 
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

                      (単位：千円) 

                    前事業年度 
(自 平成26年10月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成27年10月１日 

 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前当期純利益 117,880 219,406 

  減価償却費 74,197 98,842 

  支払利息 242 175 

  固定資産売却損益（△は益） △1,321 － 

  固定資産除却損 933 4,333 

  固定資産処分損益（△は益） 16,904 － 

  売上債権の増減額（△は増加） 15,519 △19,388 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △34,652 △30,880 

  仕入債務の増減額（△は減少） 23,310 △55,318 

  その他 6,625 43,771 

  小計 219,638 260,942 

  利息の支払額 △242 △175 

  法人税等の支払額 △37,304 △35,795 

  法人税等の還付額 480 － 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 182,573 224,970 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △259,402 △254,291 

  有形固定資産の売却による収入 2,036 － 

  有形固定資産の除却による支出 △7,430 △3,030 

  その他 － △7,388 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △264,796 △264,710 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 － 

  長期借入金の返済による支出 △96,167 － 

  配当金の支払額 △3,345 △11,375 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 487 △11,375 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,736 △51,116 

現金及び現金同等物の期首残高 380,855 299,119 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  299,119 ※1  248,003 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(重要な会計方針) 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

(1) 製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

総平均法 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物        ７～38年 

 機械及び装置      ４～８年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

  

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。 

  

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

  

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

(1) 製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

総平均法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物        ７～38年 

 機械及び装置      ４～８年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

(3) 長期前払費用 

均等償却しております。 

なお、主な償却期間は５年であります。 

  

（会計方針の変更） 

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

法人税法の改正に伴い、当事業年度に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。 

  

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

  

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(未適用の会計基準等) 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日） 

  

(1) 概要 

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判

断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額

を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。 

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件 

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取

扱い 

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 

  

(2) 適用予定日 

平成29年９月期の期首より適用予定であります。 

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による財務諸表への影響はありません。 
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(損益計算書関係) 

※１  売上高及び売上原価に含まれる有償支給の金額は、次のとおりであります。 

  

  

※２  期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。 

  

  

※３  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。 

  

  

おおよその割合 

  

※４  一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。 

  

  

※５  特別利益に属する固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

  

※６  特別損失に属する固定資産処分損の内容は、次のとおりであります。 

  

  

 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

  188,625千円 83,551千円 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

  6,744千円 42,000千円 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

役員報酬 68,900千円 35,400千円 

給料及び手当 32,797千円 38,927千円 

運賃及び荷造費 22,212千円 22,043千円 

支払手数料 30,045千円 25,333千円 

研究開発費 29,619千円 55,400千円 
 

販売費 34％ 48％ 

一般管理費 66％ 52％ 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

  29,619千円 55,400千円 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

車両運搬具 1,321千円 －千円 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

機械及び装置 10,287千円 －千円 

撤去費用 6,616千円 －千円 

計 16,904千円 －千円 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自  平成26年10月１日  至  平成27年９月30日） 

１  発行済株式に関する事項 

  

２  自己株式に関する事項 

  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 66,917 － － 66,917 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） － － － － 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年11月21日 
定時株主総会 

普通株式 3,345 50.00 平成26年９月30日 平成26年11月22日 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年12月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 11,375 170.00 平成27年９月30日 平成28年１月29日
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当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日） 

１  発行済株式に関する事項 

  

２  自己株式に関する事項 

  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。 

  

  

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 66,917 － － 66,917 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） － － － － 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成27年12月17日 
定時株主総会 

普通株式 11,375 170.00 平成27年９月30日 平成28年１月29日 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年12月14日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 23,420 350.00 平成28年９月30日 平成28年12月15日
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

現金及び預金 299,119千円 248,003千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 －千円 

現金及び現金同等物 299,119千円 248,003千円 
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(金融商品関係) 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。 

なお、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

  
(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金のための資金調達

であり、金利の変動リスクに晒されております。 

  
(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権については、当社与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取

引先の信用状況を把握する体制を構築しております。 

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

調達金利の実施状況を経営陣に報告し、今後の対応等の協議を行っております。 

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

各事業部門からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。 

  
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)をご参照下さい。)。 

  

  

(注１) 金融商品の時価の算定方法 

資  産 

 (1）現金及び預金、(2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

  

負  債 

 (1）買掛金、(2）短期借入金、（3）未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 
(単位：千円) 

投資有価証券（合同会社出資金）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、時価開示の対象としておりません。 

  

(注３) 金銭債権の決算日後の償還予定額 
  

  

(注４) 短期借入金の決算日後の返済予定額 
  

  

  

 

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 299,119 299,119 － 

(2) 売掛金 74,453 74,453 － 

資産計 373,572 373,572 － 

(1) 買掛金 57,759 57,759 － 

(2) 短期借入金 100,000 100,000 － 

(3) 未払金 104,686 104,686 － 

負債計 262,446 262,446 － 
 

区分 平成27年９月30日 

投資有価証券 
（合同会社出資金） 

500 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 299,119 － － － 

売掛金 74,453 － － － 

合計 373,572 － － － 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
２年以内 
(千円) 

２年超 
３年以内 
(千円) 

３年超 
４年以内 
(千円) 

４年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

短期借入金 100,000 － － － － － 

合計 100,000 － － － － － 
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当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。 

なお、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

  
(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金のための資金調達

であり、金利の変動リスクに晒されております。 

  
(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権については、当社与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取

引先の信用状況を把握する体制を構築しております。 

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

調達金利の実施状況を経営陣に報告し、今後の対応等の協議を行っております。 

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

各事業部門からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。 

  
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

  

  

(注１) 金融商品の時価の算定方法 

資  産 

 (1）現金及び預金、(2）売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

  

負  債 

 (1）買掛金、(2）短期借入金、（3）未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

  

(注２) 金銭債権の決算日後の償還予定額 
  

  

(注３) 短期借入金の決算日後の返済予定額 
  

  

 

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 248,003 248,003 － 

(2) 売掛金 93,842 93,842 － 

資産計 341,845 341,845 － 

(1) 買掛金 2,440 2,440 － 

(2) 短期借入金 100,000 100,000 － 

(3) 未払金 32,238 32,238 － 

負債計 134,679 134,679 － 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 248,003 － － － 

売掛金 93,842 － － － 

合計 341,845 － － － 
 

  
１年以内 
(千円) 

１年超 
２年以内 
(千円) 

２年超 
３年以内 
(千円) 

３年超 
４年以内 
(千円) 

４年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

短期借入金 100,000 － － － － － 

合計 100,000 － － － － － 
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(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

該当事項はありません。  

  

当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。 

  

（追加情報） 

当社は、平成28年１月１日より確定拠出年金制度を導入しております。 

  

２．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、2,830千円であります。 
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(ストック・オプション等関係) 

前事業年度(自  平成26年10月１日  至  平成27年９月30日) 

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

当事業年度（平成27年９月期）において、存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション 

の数については、株式数に換算して記載しております。  

平成29年６月14日付で普通株式１株を10株とする株式分割を行っておりますが、以下は当該株式分割を反映した

数値を記載しております。 

(1) ストック・オプションの内容 

（注） １．株式数に換算して記載しております。 

２．権利確定条件は次のとおりであります。 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業

員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこの限りではな

い。 

②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

③新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使するこ

とができる。 

  

 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

決議年月日 平成26年５月30日 平成27年６月23日 平成27年９月29日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社従業員 26名 
当社取締役 ２名 
当社従業員 ８名 

当社従業員 １名 

株式の種類及び付与数 
（注）1 

普通株式 38,500株 普通株式 14,830株 普通株式 10,000株 

付与日 平成26年６月30日 平成27年６月30日 平成27年９月30日 

権利確定条件 （注）２ 同左 同左 

対象勤務期間 期間の定めなし 期間の定めなし 期間の定めなし 

権利行使期間 
自 平成28年７月１日 
至 平成36年４月30日 

自 平成29年７月１日 
至 平成37年４月30日 

自 平成29年10月１日 
至 平成37年７月31日 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

  
②  単価情報 

  
３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

ストック・オプション付与時点において、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの公正な評

価単価を見積もる方法に代え、ストック・オプションの単位当たりの本源的価値を見積もる方法によっておりま

す。また、単位当たりの本源的価値の算定基礎となる自社の株式の評価方法は、純資産価額方式及び類似業種比準

方式により算定した価格を用いております。 

  
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しております。  

  
５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合

計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

（1）当事業年度末における本源的価値の合計額  

25,972千円 

（2）当事業年度において、権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 

  

 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

権利確定前（株）       

 前事業年度末 38,500 － － 

 付与 － 14,830 10,000 

 失効 2,000 － － 

 権利確定 － － － 

 未確定残 36,500 14,830 10,000 

権利確定後（株）      

 前事業年度末 － － － 

 権利確定 － － － 

 権利行使 － － － 

 失効 － － － 

 未行使残 － － － 
 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

権利行使価格（円） 400 650 650 

行使時平均株価（円） － － － 

付与日における公正な 
評価単価（円） 

－ － － 
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当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日) 

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

当事業年度（平成28年９月期）において、存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション 

の数については、株式数に換算して記載しております。  

平成29年６月14日付で普通株式１株を10株とする株式分割を行っておりますが、以下は当該株式分割を反映した

数値を記載しております。 

(1) ストック・オプションの内容 

（注） １.株式数に換算して記載しております。 

２.権利確定条件は次のとおりであります。 

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業

員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由に基づき取締役会が承認した場合にはこの限りではな

い。 

②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

③新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場している場合において新株予約権を行使するこ

とができる。 

  

 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

決議年月日 平成26年５月30日 平成27年６月23日 平成27年９月29日 

付与対象者の区分 
及び人数 

当社従業員 26名 
当社取締役 ２名 
当社従業員 ８名 

当社従業員 １名 

株式の種類及び付与数 
（注）1 

普通株式 38,500株 普通株式 14,830株 普通株式 10,000株 

付与日 平成26年６月30日 平成27年６月30日 平成27年９月30日 

権利確定条件 （注）２ 同左 同左 

対象勤務期間 期間の定めなし 期間の定めなし 期間の定めなし 

権利行使期間 
自 平成28年７月１日 
至 平成36年４月30日 

自 平成29年７月１日 
至 平成37年４月30日 

自 平成29年10月１日 
至 平成37年７月31日 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

  
②  単価情報 

  
３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しております。  

  
４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合

計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

（1）当事業年度末における本源的価値の合計額  

41,237千円 

（2）当事業年度において、権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 

該当事項はありません。 

  

 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

権利確定前（株）       

 前事業年度末 36,500 14,830 10,000 

 付与 － － － 

 失効 － 500 － 

 権利確定 － － － 

 未確定残 36,500 14,330 10,000 

権利確定後（株）      

 前事業年度末 － － － 

 権利確定 － － － 

 権利行使 － － － 

 失効 － － － 

 未行使残 － － － 
 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

権利行使価格（円） 400 650 650 

行使時平均株価（円） － － － 

付与日における公正な 
評価単価（円） 

－ － － 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に国会で成立

したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の36.9％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年10月１

日以降のものについては35.4％に変更されております。 

なお、この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。 

  
当事業年度(自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日) 

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.4％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年10

月１日から平成30年９月30日までのものは34.6％、平成30年10月１日以降のものについては34.4％にそれぞれ変更さ

れております。 

なお、この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。 

  

 

  
前事業年度 

(平成27年９月30日) 
 

当事業年度 
(平成28年９月30日) 

繰延税金資産      

 賞与引当金 4,480千円   5,087千円 

 たな卸資産 3,212千円   16,818千円 

 一括償却資産 2,989千円   3,184千円 

 貸倒引当金 1,993千円   1,932千円 

 未払事業税  2,691千円   6,468千円 

 その他 2,098千円   1,626千円 

繰延税金資産小計 17,466千円   35,117千円 

評価性引当額 △2,217千円   △2,148千円 

繰延税金資産合計 15,249千円   32,968千円 
 

  
前事業年度 

(平成27年９月30日) 
 

当事業年度 
(平成28年９月30日) 

法定実効税率 36.9％   35.4％ 

（調整）       

税額控除 △13.4％   △12.0％ 

その他 1.3％   0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.8％   23.5％ 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

当社は、精密蒸留事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年9月30日) 

当社は、精密蒸留事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

【関連情報】 

前事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日) 

１ 製品及びサービスごとの情報 

(単位：千円) 

  

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

  

当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日) 

１ 製品及びサービスごとの情報 

(単位：千円) 

  

２ 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

  

 

  研究開発支援 受託加工 プラントサービス 合計 

外部顧客への売上高 109,217 905,322 33,860 1,048,399 
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

東レ・ダウコーニング株式会社 163,386 精密蒸留事業 

三井化学株式会社 149,466 精密蒸留事業 

東洋紡株式会社 137,388 精密蒸留事業 
 

  研究開発支援 受託加工 プラントサービス 合計 

外部顧客への売上高 167,250 875,837 － 1,043,088 
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

東レ・ダウコーニング株式会社 247,405 精密蒸留事業 

住友商事ケミカル株式会社 159,175 精密蒸留事業 

東洋紡株式会社 119,230 精密蒸留事業 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度(自  平成26年10月１日  至  平成27年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度(自  平成26年10月１日  至  平成27年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度(自  平成26年10月１日  至  平成27年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自  平成27年10月１日  至  平成28年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

  

(注) １．当社は平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、前事業年度(第54期)

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

１株当たり純資産額 967円71銭 1,201円64銭 

１株当たり当期純利益金額 132円45銭 250円93銭 
 

  
前事業年度 

(自  平成26年10月１日 
至  平成27年９月30日) 

当事業年度 
(自  平成27年10月１日 
至  平成28年９月30日) 

  当期純利益(千円) 88,628 167,915 

  普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

  普通株式に係る当期純利益(千円) 88,628 167,915 

  普通株式の期中平均株式数(株) 669,170 669,170 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の
概要 

新株予約権３種類（新株予
約権の数6,133個） 
なお、新株予約権の概要は
「第４ 提出会社の状況 
１ 株式等の状況 (２) 
新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。 

新株予約権３種類（新株予
約権の数6,083個） 
なお、新株予約権の概要は
「第４ 提出会社の状況 
１ 株式等の状況 (２) 
新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。 

 

  
前事業年度 

(平成27年９月30日) 
当事業年度 

(平成28年９月30日) 

純資産の部の合計額(千円) 647,559 804,099 

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － － 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 647,559 804,099 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(株) 

669,170 669,170 
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(重要な後発事象) 

前事業年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成27年10月１日 至 平成28年９月30日） 

（株式分割及び単元株制度の導入） 

当社は、平成29年５月18日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。当該株式分割の内容は、次のとおりであります。 

  

１．目的 

株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性を高めると

ともに、投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としております。 

２．株式分割の割合及び時期 

平成29年６月14日付をもって、平成29年６月13日の最終の株主名簿に記録された株主の所有株式数を１株

につき10株の割合をもって分割します。 

３．分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数        66,917株 

今回の分割により増加する株式数     602,253株 

株式分割後の発行済株式総数       669,170株 

株式分割後の発行可能株式総数     1,856,000株 

４．１株当たり情報に与える影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたものと仮定して算出しており、これ

による影響については、当該箇所に反映されております。 

５．単元株制度の採用 

当社は、平成29年６月14日開催の臨時株主総会決議により定款の変更が行われ、同日付で普通株式の１単

元を100株とする単元株制度を採用しております。 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。 

  

(四半期損益計算書関係) 

※１  売上高及び売上原価に含まれる有償支給の金額は、次のとおりであります。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

当第３四半期累計期間(自  平成28年10月１日  至  平成29年６月30日) 

 １  配当金支払額 

  

 ２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

 ３  株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期累計期間(自  平成28年10月１日  至  平成29年６月30日) 

 当社は、精密蒸留事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

 

  
当第３四半期累計期間 

(自  平成28年10月１日 
至  平成29年６月30日) 

  
  
  

  114,313千円   
 

  
当第３四半期累計期間 

(自  平成28年10月１日 
至  平成29年６月30日) 

  
  
  

減価償却費 85,173千円   
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年12月14日 
定時株主総会 

普通株式 23,420 350.00 平成28年9月30日 平成28年12月15日 利益剰余金 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

２ 当社は、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
  

 

  
当第３四半期累計期間 

(自  平成28年10月１日 
至  平成29年６月30日) 

  
  
  

１株当たり四半期純利益金額 214円75銭  

(算定上の基礎)     

  四半期純利益金額(千円) 143,704  

  普通株主に帰属しない金額(千円) －  

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 143,704  

  普通株式の期中平均株式数(株) 669,170  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要 

－  
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⑤ 【附属明細表】(平成28年９月30日現在) 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  
【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

３．長期前払費用の〔〕内は内書で、保守契約等の期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、

当期末減価償却累計額又は償却累計額及び当期償却額には含めておりません。 

  

 

資産の種類 
当期首残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産              

  建物 71,746 38,455 － 110,201 41,277 3,761 68,924 

  建物附属設備 47,421 23,789 1,013 70,197 30,576 4,541 39,621 

  構築物 51,516 21,830 － 73,346 32,717 2,443 40,628 

  機械及び装置 1,795,156 173,352 2,060 1,966,449 1,682,246 84,787 284,203 

  車両運搬具 4,154 － － 4,154 3,028 1,125 1,125 

  工具、器具及び備品 41,175 8,936 － 50,112 26,299 12,876 23,812 

  土地 63,518 － － 63,518 － － 63,518 

  建設仮勘定 110,504 175,937 266,363 20,079 － － 20,079 

有形固定資産計 2,185,193 442,301 269,436 2,358,058 1,816,145 109,534 541,912 

無形固定資産              

  ソフトウエア 2,454 3,231 693 4,992 982 1,026 4,009 

  電話加入権 138 － － 138 － － 138 

無形固定資産計 2,592 3,231 693 5,130 982 1,026 4,147 

長期前払費用 
1,696 9,369 3,100 7,964 533 533 7,431 

〔1,696〕 〔5,369〕 〔3,100〕 〔3,964〕     〔3,964〕 
 

建物 本社工場   31,077千円

建物附属設備 本社工場   21,636千円

構築物 本社工場   21,830千円

機械及び装置 本社工場 蒸留塔新設 110,939千円
 

建設仮勘定 本社工場 蒸留塔新設関係 79,519千円
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【社債明細表】 

該当事項はありません。  

  
【借入金等明細表】 

  

(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

  

  

【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 100,000 100,000 0.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

－ － － － 

その他有利子負債 － － － － 

合計 100,000 100,000 － － 
 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 5,620 － － － 5,620 

賞与引当金 12,628 14,704 12,628 － 14,704 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】(平成28年９月30日現在) 

①  現金及び預金 

  

  

②  売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注)  消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

 

区分 金額(千円) 

現金 20 

預金   

  当座預金 246,026 

  普通預金 1,955 

小計 247,982 

合計 248,003 
 

相手先 金額(千円) 

住友商事ケミカル株式会社 25,920 

東レ・ダウコーニング株式会社 20,909 

日本カーリット株式会社 11,340 

東洋紡株式会社 7,549 

KISCO株式会社 5,400 

その他 22,723 

合計 93,842 
 

当期首残高(千円) 
  

(Ａ) 

当期発生高(千円) 
  

(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  

(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  

(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)

２ 
(Ｂ) 
366 

 

74,453 1,126,535 1,107,147 93,842 92.2 27.3 
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③  商品及び製品 

  

  

④  仕掛品 

  

  

⑤  原材料及び貯蔵品 

  

  

⑥  買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 金額(千円) 

製品   

 蒸留品 73,309 

 蒸留装置 21,525 

合計 94,835 
 

区分 金額(千円) 

蒸留品 21,564 

合計 21,564 
 

区分 金額(千円) 

原材料   

 蒸留品 2,870 

小計 2,870 

貯蔵品   

 充填物 8,725 

 その他 3,208 

小計 11,934 

合計 14,805 
 

相手先 金額(千円) 

菱陽商事株式会社 1,794 

ハリマ化成株式会社 555 

東洋紡株式会社 90 

合計 2,440 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) １．当社株式は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法

律第128条第１項に規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。 

２．単元未満株式の買取手数料は、当社株式が東京証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手

数料相当額として別途定める金額」に変更されます。 

３．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を定款に定めております。 

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

 

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで 

定時株主総会 毎年12月 

基準日 毎年９月30日 

株券の種類 － 

剰余金の配当の基準日 
毎年９月30日 
毎年３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え 
（注）１ 

  

    取扱場所 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

    株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 

    取次所 三井住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

    名義書換手数料 無料 

    新券交付手数料 － 

単元未満株式の買取り   

    取扱場所 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

    株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 

    取次所 三井住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店（注）１ 

    買取手数料 無料（注）２ 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行います。 
当社の公告掲載ＵＲＬは、次のとおりであります。 
https://www.osaka-yuka.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありませんので、該当事項はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

該当事項はありません。 
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第四部 【株式公開情報】 

  

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 

  

(注) １．当社は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)への上場を予定しておりますが、株式会社東京証券取

引所（以下「同取引所」という。）が定める有価証券上場規程施行規則(以下「同施行規則」という。)第

253条の規定に基づき、特別利害関係者等(従業員持株会を除く。以下１において同じ。)が、新規上場申請

日の直前事業年度の末日から起算して２年前の日(平成26年10月１日)から上場日の前日までの期間におい

て、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡(上場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含

む。以下「株式等の移動」という。)を行っている場合には、当該株式等の移動の状況を同施行規則第229条

の３第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)」に記載するものとするとさ

れております。 

２．当社は、同施行規則第254条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動の状況に係る記載内容

についての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための

事務組織を適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。また、当社は、当

該記録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。同取引所

は、当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該提出請求に応じない状況にある旨を公表す

ることができるとされております。また、同取引所は、当該提出請求により提出された記録を検討した結

果、上記株式等の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹

事取引参加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされて

おります。 

３．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。 

(1) 当社の特別利害関係者…………役員、その配偶者及び二親等内の血族(以下「役員等」という。)、役員等

により総株主等の議決権の過半数を所有されている会社並びに関係会社及

びその役員 

(2) 当社の大株主上位10名 

(3) 当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員 

(4) 金融商品取引業者(金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業を行う者に限る。)及びその役

員並びに金融商品取引業者の人的関係会社及び資本的関係会社 

４．移動価格算定方式は次のとおりです。 

純資産価額方式及び類似業種比準方式により算出した価格を総合的に勘案して、譲渡人と譲受人が協議の

上、決定いたしました。 

５．平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っておりますが、上記移動株数及び単価は株

式分割前の移動株数及び単価を記載しております。 

  

 

移動 
年月日 

移動前 
所有者の 

氏名又は名称 

移動前 
所有者の 
住所 

移動前 
所有者の 

提出会社との 
関係等 

移動後 
所有者の氏名
又は名称 

移動後 
所有者の 
住所 

移動後 
所有者の 

提出会社との
関係等 

移動株数 
(株) 

価格(単価) 
(円) 

移動理由 

平成27年 

６月26日 
堀田 修平 

大阪府 

枚方市 

特別利害関

係 者 等（当

社代表取締

役 会 長、大

株主上位10

名） 

堀田 哲平 

大阪府 

大阪市中央

区 

特別利害関

係 者 等（当

社代表取締

役 社 長、大

株主上位10

名） 

8,000 

52,000,000 

(6,500) 

（注）４ 

経営権の移

譲のため 
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第２ 【第三者割当等の概況】 

  

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】 
  

(注) １．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所（以下「同取引所」

という。）の定める規則は、以下のとおりであります。 

(1) 同取引所の定める有価証券上場規程施行規則第259条の規定において、新規上場申請者が、新規上場申請

日の直前事業年度の末日から起算して１年前より後において、役員又は従業員等に報酬として新株予約権

の割当てを行っている場合には、新規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従業員等との間で書面によ

り報酬として割当てを受けた新株予約権の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会

時の同取引所への報告その他同取引所が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書面を同取

引所が定めるところにより提出するものとされております。 

(2) 当社が、前項の規定に基づく書面の提出等を行わないときは、同取引所は新規上場申請の不受理又は受理

の取消しの措置をとるものとしております。 

(3) 当社の場合、新規上場申請日の直前事業年度の末日は、平成28年９月30日であります。 

２．株式の発行価額及び行使に際して払込をなすべき金額は、純資産価額方式及び類似業種比準方式により算出

した価格を総合的に勘案して、決定しております。 

３．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。 

４．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式分割を

行っておりますが、上記発行数、発行価格、資本組入額及び行使時の払込金額は、株式分割前の発行数、発

行価格、資本組入額及び行使時の払込金額を記載しております。 

５．新株予約権①については、退職により、従業員１名50株分（株式分割前）の権利が喪失しております。 

  

 

項目 新株予約権① 新株予約権② 

発行年月日 平成27年６月30日 平成27年９月30日 

種類 
第２回新株予約権 

（ストックオプション） 
第３回新株予約権 

（ストックオプション） 

発行数 普通株式 1,483株 普通株式 1,000株 

発行価格 
6,500円 
（注）２ 

6,500円 
（注）２ 

資本組入額 3,250円 3,250円 

発行価額の総額 9,639,500円 6,500,000円 

資本組入額の総額 4,819,750円 3,250,000円 

発行方法 

平成27年５月29日開催の臨時株主総会
及び平成27年６月23日開催の取締役会
において、会社法第236条、第238条及
び第239条の規定に基づく新株予約権
（ストックオプション）の付与に関す
る決議を行っております。 

平成27年９月28日開催の臨時株主総会
及び平成27年９月29日開催の取締役会
において、会社法第236条、第238条及
び第239条の規定に基づく新株予約権
（ストックオプション）の付与に関す
る決議を行っております。 

保有期間等に関する確約 － － 
 

  新株予約権① 新株予約権② 

行使時の払込金額 １株につき6,500円 １株につき6,500円 

行使期間 
平成29年７月１日から 
平成37年４月30日まで 

平成29年10月１日から 
平成37年７月31日まで 

行使の条件 

①  新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監査役、従業員
の地位にあることを要す。ただし、正
当な理由に基づき取締役会が承認した
場合にはこの限りではない。 
②  新株予約権者の相続人による新株
予約権の行使は認めない。 
③  新株予約権者は、当社株式が日本
国内の証券取引所に上場している場合
において新株予約権を行使することが
できる。 

①  新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当社又は
当社子会社の取締役、監査役、従業員
の地位にあることを要す。ただし、正
当な理由に基づき取締役会が承認した
場合にはこの限りではない。 
②  新株予約権者の相続人による新株
予約権の行使は認めない。 
③  新株予約権者は、当社株式が日本
国内の証券取引所に上場している場合
において新株予約権を行使することが
できる。 

新株予約権の譲渡に関する 
事項 

譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の承認を要する。 

譲渡による新株予約権の取得について
は、当社取締役会の承認を要する。 
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２ 【取得者の概況】 

  

新株予約権①（ストックオプション） 

（注） １．上記のほか、新株予約権の目的となる株式の総数が1,000株以下の従業員は７名であり、その株式の総

数は3,500株（株式分割後）であります。 

２．なお、退職により権利を喪失した者につきましては、記載しておりません。 

３．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式

分割を行っておりますが、上記割当株数及び単価は株式分割前の割当株数及び単価を記載しておりま

す。 

  
新株予約権②（ストックオプション） 

（注） １．野村直樹は、平成27年10月１日付で当社取締役に就任しております。 

２．平成29年５月18日開催の取締役会決議により、平成29年６月14日付で普通株式１株につき10株の株式

分割を行っておりますが、上記割当株数及び単価は株式分割前の割当株数及び単価を記載しておりま

す。 

  

３ 【取得者の株式等の移動状況】 

該当事項はありません。 

  

取得者の氏名 
又は名称 

取得者の住所 
取得者の 
職業及び 

事業の内容等 

割当株数 
(株) 

価格(単価) 
(円) 

取得者と 
提出会社との関係

島田 嘉人 大阪府枚方市 会社役員 1,000 
6,500,000 

(6,500)
特別利害関係者等 

（当社取締役） 

堀田 哲平 大阪府大阪市中央区 会社役員 83 
539,500 
(6,500)

特別利害関係者等 

 （当社代表取締役

社長、大株主上位10

名) 
 

取得者の氏名 
又は名称 

取得者の住所 
取得者の 
職業及び 

事業の内容等 

割当株数 
(株) 

価格(単価) 
(円) 

取得者と 
提出会社との関係

野村 直樹 大阪府枚方市 会社員 1,000 
6,500,000 

(6,500)
当社従業員 
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第３ 【株主の状況】 

  

(注) １． 「氏名又は名称」欄の※番号は、次のとおり株主の属性を示します。 

※１ 特別利害関係者等（大株主上位10名）  

※２ 特別利害関係者等（当社代表取締役社長） 

※３ 特別利害関係者等（当社代表取締役会長） 

※４ 特別利害関係者等（当社取締役） 

※５ 当社従業員 

２．  （ ）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。 

３．  株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に対 
する所有株式数
の割合(％) 

堀田 哲平 ※１,２ 大阪府大阪市北区 
500,000  

(830) 
68.92  
(0.11) 

堀田 修平 ※１,３ 大阪府枚方市 170,000 23.43 

野村 直樹 ※４ 大阪府枚方市 
11,500  

(11,500) 
1.59  

(1.59) 

島田 嘉人 ※４ 大阪府枚方市 
   11,000  
(11,000) 

1.52  
(1.52) 

石川 清 ※５ 大阪府枚方市 
2,500  

(2,500) 
0.34  

(0.34) 

堺 清 ※５ 大阪府大阪市平野区 
2,500  

(2,500) 
0.34  

(0.34) 

野村 正一 ※５ 大阪府守口市 
2,500  

(2,500) 
0.34  

(0.34) 

若狹 章泰 ※５ 大阪府枚方市 
2,000  

(2,000) 
0.28  

(0.28) 

藤井 洋一 ※５ 京都府宇治市 
2,000  

(2,000) 
0.28  

(0.28) 

林 安彦 ※５ 京都府八幡市 
2,000  

(2,000) 
0.28  

(0.28) 

山本 直紀 ※５ 京都府京田辺市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

小林 学 ※５ 大阪府寝屋川市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

森川 博 ※５ 大阪府寝屋川市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

山田 公士 ※５ 奈良県奈良市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

馬場 洋志 ※５ 大阪府枚方市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

那須 宏之 ※５ 大阪府寝屋川市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

長内 康尊 ※５ 京都府京都市南区 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

大矢 武史 ※５ 大阪府枚方市 
1,500  

(1,500) 
0.21  

(0.21) 

所有株式数1,000株の株主４名 
※５ 

－ 
4,000  

(4,000) 
0.55  

(0.55) 

所有株式数500株の株主７名 
※５ 

－ 
3,500  

(3,500) 
0.48  

(0.48) 

計 － 
725,500  
(56,330) 

100.00  
(7.76) 
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独立監査人の監査報告書 

  

平成29年８月25日

大阪油化工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大阪油化工業株式会社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい

て監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大阪油

化工業株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  西  田  順  一  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  神  﨑  昭  彦  ㊞ 
 

  

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  

平成29年８月25日

大阪油化工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大阪油化工業株式会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大阪油

化工業株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

  
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  西  田  順  一  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  神  﨑  昭  彦  ㊞ 
 

  

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成29年８月25日

大阪油化工業株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大阪油化工業株

式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第56期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年10月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大阪油化工業株式会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  西  田  順  一  ㊞ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  神  﨑  昭  彦  ㊞ 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券

届出書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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